
 

保健福祉医療委員会資料 

 

 

 

○ 保健医療部の組織・職員数 …………………………………………………… １ 

 

○ 保健医療部の分掌事務 ………………………………………………………… ２ 

 

○ 令和４年度茨城県当初予算（歳入・歳出）…………………………………… ５ 

 

○ 保健医療部施策推進の基本方針………………………………………………… ６ 

 

○ 令和４年度課別主要施策 

保健政策課 …………………………………………………………………… １３ 

健康推進課 …………………………………………………………………… １８ 

感染症対策課 ………………………………………………………………… ２５ 

生活衛生課 …………………………………………………………………… ２９ 

医療政策課 …………………………………………………………………… ３５ 

医療人材課 …………………………………………………………………… ４１ 

薬務課 ………………………………………………………………………… ４５ 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年４月２７日 

保 健 医 療 部 



（Ｒ４．４．１）

本庁 （184）
出先 （705）
計 （889）
＊任期付職員含む

ひたちなか（37、常陸大宮支所含む）（284）

筑西（26）

古河（26）

潮来（33、鉾田支所含む）

土浦（31）

つくば（34）

日立（26）

竜ケ崎（39）

保健医療部の組織・職員数

中央（32）保健政策課 保健所［9所］

衛生研究所（29）

医療大学（286）

感染症対策課

健康推進課

（40）

県西（22）

動物指導センター（25）

食肉衛生検査所（46） 県北（11）

県南（13、取手分室含む）

（19）

中央看護専門学校（35）

（つくば看護専門学校）
（30）

医療人材課

保
　
　
健
　
　
医
　
　
療
　
　
部

医療局

薬務課

（21）

医療政策課

（19）

（27）

（28）

生活衛生課

- 1 -



保健医療部の分掌事務 
 

 

保健政策課 

１ 保健医療行政の総合調整に関すること。 

２ 保健に関する統計及び人口動態に関すること。 

３ 医療法（昭和 23 年法律第 205 号）の施行に関すること（医療監視及び医療安全支援センターに係るもの 

  に限る。）。 

４ 地域保健の推進に関すること。 

５ 保健所、衛生研究所及び医療大学に関すること。 

６ 災害医療に関すること。 

（国民健康保険室） 

１ 国民健康保険に関すること。 

２ 妊産婦、小児、重度心身障害児者、母子家庭及び父子家庭の医療費に関すること（健康推進課、 

障害福祉課、少子化対策課及び青少年家庭課の所管に係るものを除く。）。 

３ 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57 年法律第 80 号）に基づく医療等に関すること。 

 

健康推進課 

１ 在宅医療に関すること（他課の所管に係るものを除く。）。 

２ 難病対策に関すること。 

３ 児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）に基づく医療給付に関すること（小児慢性特定疾病に係るものに

限る。）。 

４ ウイルス性肝炎対策に関すること。 

５ アレルギー疾患対策に関すること。 

６ 原子爆弾被爆者の医療等に関すること。 

７ ハンセン病の患者及び元患者並びにそれらの親族の援護に関すること。 

（がん・生活習慣病対策推進室） 

１ がん対策に関すること。 

２ 循環器病対策に関すること。 

３ 健康づくり及び生活習慣病の予防に関すること。 

４ 栄養指導及び栄養士に関すること。 

５ 健康増進法（平成 14 年法律第 103 号）の施行に関すること（生活衛生課の所管に係るものを除く。）。 

６ 食育の推進に関すること。 

７ 歯科保健に関すること。 

８ 市町村保健センターの指導に関すること。 

 

感染症対策課 

１ 結核予防に関すること。 

２ 感染症に関すること（感染症企画調整室の所管に係るものを除く。）。 

３ 予防接種に関すること。 

４ 不明疾患に関すること。 

（感染症企画調整室） 

１ 新型コロナウイルス感染症対策に関すること。 

２ 新型インフルエンザ対策に関すること。 

３ 健康危機管理対策（他課の所管に係るものを除く。）に関すること。 
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生活衛生課 

１ 旅館、興行場、公衆浴場（料金の統制に関することを含む｡）その他多衆集合する場所の環境衛生に関す

ること。 

２ 住宅宿泊事業法(平成 29 年法律第 65 号)の施行に関すること。 

３ 理容師法（昭和 22 年法律第 234 号）、美容師法（昭和 32 年法律第 163 号）及びクリーニング業法（昭和

25 年法律第 207 号）の施行に関すること。 

４ 墓地埋火葬等に関すること。 

５ 生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関すること。 

６ 狂犬病予防に関すること。 

７ 動物の愛護及び管理に関すること。 

８ 愛玩動物看護師法（令和元年法律第 50 号）の施行に関すること（同法第 31 条第 2 号に規定する愛玩動物

看護師養成所に係るものに限る。）。 

９ 化製場等に関すること。 

10 動物指導センターに関すること。 

（食の安全対策室） 

１ 食の安全・安心対策の総合調整に関すること。 

２ 食品衛生に関すること。 

３ 調理師及び製菓衛生師に関すること。 

４ と畜場及び食鳥処理場に関すること。 

５ 食品表示法（平成 25 年法律第 70 号）の施行に関すること。 

６ 食肉衛生検査所に関すること。 

７ 健康増進法の施行に関すること（特別用途表示等に係るものに限る。）。 

８ 米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報の伝達に関する法律（平成 21 年法律第 26 号）の施行に 

関すること。 

９ カネミ油症患者に関する施策の総合的な推進に関する法律（平成 24 年法律第 82 号）の施行に関すること。 

 

 

（医療局） 

 

医療政策課 

１ 医療提供体制の確保に係る施策の企画、調整及び推進に関すること。 

２ 医療法の施行に関すること（保健政策課の所管に係るものを除く。）。 

３ 救急医療に関すること。 

４ へき地医療に関すること。 

５ 周産期医療に関すること。 

６ 小児医療に関すること。 

 

医療人材課 

１ 医師確保対策の企画、調整及び推進に関すること。 

２ 医師及び歯科医師に関すること。 

３ 自治医科大学の卒業生の指導に関すること。 

４ 地域医療支援センターに関すること。 

５ 死体の解剖保存に関すること。 

６ 保健師、助産師、看護師及び准看護師に関すること。 

７ あんまマッサージ指圧師、はり師、きゅう師、柔道整復師等に関すること。 

８ 診療放射線技師、診療エックス線技師、臨床検査技師、衛生検査技師、視能訓練士及び言語聴覚士に関す 

ること。 

９ 理学療法士及び作業療法士に関すること。 
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10 歯科衛生士及び歯科技工士に関すること。 

11 看護教育財団の指導に関すること。 

12 看護専門学校に関すること。 

 

薬務課 

１ 献血の推進に関すること。 

２ 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和 35 年法律 145 号）及び薬剤 

  師法（昭和 35 年法律第 146 号）の施行に関すること。 

３ 毒物及び劇物に関すること。 

４ 麻薬、大麻、あへん及び覚醒剤に関すること。 

５ 医薬品の生産及び需給に関すること。 

６ 温泉に関すること。 

７ 有害物質を含有する家庭用品に関すること。 

８ 腎臓財団、骨髄バンク及びアイバンクに関すること。 

９ 臓器移植に関すること。 
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　　　令和４年度茨城県当初予算

県税

地方交付税

諸収入

県債

国庫支出金

地方消費税清算金

繰入金

地方譲与税

使用料及び手数料 分担金及び負担金
その他

＜歳入＞

3,981億1,340万円

(31.1%)

（地方特例交付金、

交通安全対策特別交付金、

財産収入、寄附金、繰越金）

102億9,605万円(0.8%)

212億8,861万円
(1.7%)

1,303億2,033万円
(10.2%)

948億5,890万円
(7.4%)

2,105億7,229万円
（16.4%）

1,967億3,200万円
（15.3%）

1,418億3,474万円
(11.1%）

歳 入 総 額

1兆2,816億7,914万円
(100％)

531億6,161万円
(4.1%)

161億8,066万円
(1.3%)

83億2,055万円(0.6%)

教育費

保健福祉費

商工費

諸支出金

公債費

土木費

警察費

生活環境費総務費

農林水産業費

その他＜歳出＞

2,624億4,952万円
(20.5%)

（議会費、企画開発費、労働費、

災害復旧費、予備費）

182億2,229万円(1.4%)

3,000億6,398万円

(23.4%)

1,430億8,712万円
(11.2%)

951億9,182万円
(7.4%)

1,460億2,648万
円

1,594億3,211万円
(12.4%)

623億1,571万円
(4.9%)

383億210万円
(3.0%)

145億4,682万円

420億4,119万円
(3.3%)

歳 出 総 額
1兆2,816億7,914万円

(100％)

　　　　　　　　※保健医療部予算(1,772億7,394万1千円）は
　　　　　　　　　 保健福祉費(3,000億6,398万5千円）に含まれる
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令和４年度保健医療部施策推進の基本方針 
 

 

人口減少時代を迎える中でも、県民一人ひとりが本県の輝く未来を信じ、「茨城に

住みたい、住み続けたい」人が大いに増えるような、「活力があり、県民が日本一幸

せな県」の実現のため、茨城県総合計画では４つのチャレンジを推進することとして

おり、保健医療部では、主に以下に掲げるチャレンジに取り組んでいます。 

 

 

Ⅰ 「新しい豊かさ」へのチャレンジ 

１ 新産業育成と中小企業等の成長 

【新産業育成（医工連携）】 

・県立医療大学（付属病院）では、ロボットのリハビリテーションへの応用・

開発など、ニューロリハビリテーション分野を中心とした医療や介護系研究

を進め、県民の健康・福祉に寄与する機器開発や人材を育成する。 

 

Ⅱ 「新しい安心安全」へのチャレンジ 

１ 県民の命を守る地域保健・医療 

  【医療人材確保対策】    

・医師確保計画に基づき、小児、周産期及び救急などの政策医療を担う地域の

中核となる医療機関について、早急な対応が必要な「最優先の医療機関・診

療科」を設定し、重点的な医師確保に取り組むことにより、各医療圏におけ

る医療提供体制の充実を図るとともに、ＰＤＣＡサイクルを通じた実効的な

医師確保対策を進め、本県の医師の増加と地域偏在の解消を図る。 

・医師を対象とした魅力ある研修体制づくりや女性医師支援をはじめ、医療従

事者の勤務環境の改善支援による定着・確保などを図り、医療提供体制を充

実強化していく。 

・医師修学資金貸与制度及び地域医療医師修学資金貸与制度（地域枠）の活用

や、県外医師への働きかけ等により、地域の医療ニーズに見合う医師を確保

する。  

・地域医療対策協議会において、修学生及び修学生医師等のキャリア形成支援

や医師不足地域医療機関等への派遣調整などを実施するとともに、地域医療

支援センターにおいて、筑波大学内に設置している分室と連携し、地域医療

のコントロールタワーの確立を目指す。 

・看護師等修学資金貸与制度を活用して、県内看護職員不足地域の医療機関等

で業務に従事する看護職員の確保を図る。 

・看護職員の定着を促進するため、病院内保育所の設置や定着促進コーディネ

ーターの派遣による指導助言を通して魅力ある職場環境づくりを支援する。 

・ナースバンク事業による就職相談等により、潜在看護職員の再就業を促進す

る。 

・看護職員の質の向上を図るため、新人・中堅看護職員等を対象とした専門研

修を実施する。 
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・県民一人ひとりが適切な医療を受けられるよう理学療法士、作業療法士、言

語聴覚士、診療放射線技師などの医療技術者の養成確保を図る。 

・医療介護総合確保法に基づく茨城県計画に基づき、医科大学及びその関連病

院との連携等による医師確保、医療従事者の勤務環境の改善支援による定着

・確保などを図り、医療提供体制を充実強化していく。 

 

  【医療体制・地域保健の充実】 

   〇 保健医療計画の策定・推進 

・「第７次茨城県保健医療計画」に基づき、関係機関との連携・調整を図り、

県民が安心して暮らすことのできる保健医療体制の整備、充実を図る。 

・平成 28 年 12 月に策定した「地域医療構想」に基づき、2025 年を見据えた医

療提供体制の構築に向け、地域の医療需要の将来推計や各医療機能の将来の

必要量などを含め、医療機能の分化・連携を推進するとともに、医療機関の

再編統合等の取組を支援し、地域にふさわしい医療提供体制を構築する。 

   〇 医療施設の整備と連携の強化 

・身近なところで質の高い医療の提供が受けられるよう、快適な療養環境整備

など、医療提供体制の充実に努める。 

・救急医療等を実施する医療機関の施設・設備整備を推進し、地域の医療提供

体制の強化を図る。 

・へき地医療支援機構のもとで協議・調整を図り、へき地医療拠点病院からの

医師の派遣や、へき地診療所への運営支援などにより、総合的なへき地保健

医療対策を推進する。 

   〇 救急医療体制の充実 

・初期、二次、三次救急医療機関の役割分担や連携強化を図りながら、地域そ

れぞれの実情に合った効果的かつ効率的な救急医療体制の整備を推進する。 

・身近な地域で安心して出産できるよう、総合周産期母子医療センターなどの

中核病院と地域の病院、診療所等の役割分担や連携強化を促進し、周産期医

療体制の充実を図る。 

・小児科医師の負担軽減を図るとともに、安心して小児救急医療が受けられる

よう、小児救命センターや小児救急中核病院などの医療機関の整備や小児科

医の確保、子ども救急電話相談事業（＃8000）の実施などにより、小児救急

医療体制の充実を図る。 

・救急患者の救命率の向上と後遺障害の軽減を図るため、ドクターヘリの効果

的な運航に努めるとともに、隣接県等とのドクターヘリ広域連携や県防災ヘ

リによる補完的運航を推進する。 

・限られた医療資源を有効に活用し地域医療の充実を図るため、ＩＣＴを活用

し、地域の中核的な医療機関を繋ぐ遠隔医療ネットワークの構築を推進する。 

・ＡＥＤや心肺蘇生法などの病院前救護活動の普及啓発や、おとな救急電話相

談事業（＃7119）の実施により、傷病者救命率・社会復帰率の向上や救急医

療の適正利用を図る。 

〇 医療安全対策の推進 

・医療機関への立入検査を実施し、医療安全体制に係る助言指導を行うことに

より、医療安全と信頼の確保並びに保健医療の質の一層の向上を図る。 
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・医療安全相談センターにおいて、医療に関する県民からの苦情、相談又は心

配に対応するとともに、相談者又は医療機関等に対して、医療安全に関する

情報提供及び助言等を行う。 

・医療機関の有する医療機能に関する情報を住民・患者に分かりやすくインタ

ーネットを通じて提供し、適切な医療機関の選択を支援する。 

〇 医薬品等の安全対策の充実 

・医薬品等の有効性、安全性や品質を確保するため、関係施設等に対する監視

指導や流通医薬品等の試験検査の充実を図る。また、医薬品等の適正使用を

促進するため、県民へ適切な情報を提供する。 

〇 血液・移植対策の推進 

・県内の医療に必要な血液製剤の安定確保を図るため、献血を一層推進する。

また、血液製剤の適正使用の推進に努める。 

・骨髄・臓器移植に関する啓発及び知識の普及に努める。 

〇 国民健康保険、高齢者医療制度の推進 

・国民健康保険や高齢者医療制度の運営の安定化を図るため、市町村や県後期

高齢者医療広域連合に対して財政的支援を行うとともに、国民健康保険特別

会計の健全な運営を確保する。 

〇 医療福祉の推進 

・小児、妊産婦、ひとり親家庭の母又は父及び児童、重度心身障害者の健康保

持と生活安定のため、医療費助成事業を実施する市町村に対し、安定的な運

営が図れるよう、適切な支援を行う。 

 

【先端技術を活用した医療体制の充実】 

・県立医療大学（付属病院）において、保健医療に関する教育研究を行い、地

域医療の場で活躍できる質の高い医療技術者を育成するとともに、生涯教育

の支援など資質の向上に努めるほか、ロボットスーツＨＡＬなど先端機器を

運用できる人材を育成する。 

 

【健康危機への対応力の強化】 

 〇 地域保健医療の推進 

・県民の健康の保持及び増進を図るため、保健所等を拠点として、地域におけ

る公衆衛生の向上及び保健、衛生、生活環境等に関する需要の適確な対応に

努める。併せて、保健所庁舎の老朽化等で健康危機管理の拠点としての機能

が十分に果たせないと考えられるため、感染症対策や自然災害に対応できる

よう、保健所の整備を実施・検討する。また、衛生研究所への最新の試験検

査機器の整備を行うなどその機能強化を図る。 

・保健所における医師の不足が常態化していることから、公衆衛生医師の確保

を図り、保健所の体制を強化するとともに、公衆衛生と臨床との連携強化を

図るため、地域の臨床医や大学院生医師等が非常勤医師として保健所に勤務

する体制を構築する。 

・感染症蔓延時や大規模災害時における、病院の診療機能の維持・回復を図る

とともに、発災によって生じた医療ニーズに対応することができるよう、病

院の事業継続計画（BCP）の整備を促進する。 
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〇 感染症・エイズ対策 

・新型インフルエンザ等の脅威から県民の生命及び健康を保護するとともに、

県民生活等の安定を確保するため、茨城県新型インフルエンザ等対策行動計

画に基づき、抗インフルエンザウイルス薬の備蓄、医療・相談体制の整備推

進等の強化を図る。また、県民・事業者等に対して正確な情報を迅速に提供

し、社会機能維持のため協力要請を行うなどの社会対応を推進する。 

・新型コロナウイルス感染症について、地域の感染状況や様々なニーズを的確

に把握し、感染拡大防止対策に努める。また、県内医療機関や宿泊業者と連

携し、医療提供体制の確保に取り組む。 

・感染症・結核・エイズ患者に対する良質な医療の提供を図るとともに、感染

の予防や患者の人権の保護に努める。 

〇 健康危機管理体制の強化 

 ・化学物質や感染症、その他何らかの原因により発生する県民の生命、健康の

危害を最小限に防止するため、研修・訓練を実施し、健康危機管理体制の強

化を図る。 
 

 ２ 健康長寿日本一 

  【保健・福祉サービスの充実】 

〇 疾病対策等の推進 

・難病患者や家族の経済的負担の軽減を図るため、医療費の公費負担を行う。 

・難病が疑われながらも診断がついていない患者に対し、できる限り早期に正

しい診断ができ、診断後は身近な医療機関で適切な医療を受けることのでき

る医療提供の体制を構築する。 

・医療を必要とする小児慢性特定疾病対象児の医療費に対し、公費負担を行い

経済的負担の軽減を図る。 

・難病患者等の医療上、日常生活上の不安や悩みなどの相談・支援の拠点とな

る「茨城県難病相談支援センター」の充実を図り、地域における難病対策を

推進する。 

・在宅で人工呼吸器を着けた重症難病患者の一時入院等に係る調整を行い、患

者家族の介護負担の軽減を図る。 

・小児慢性疾病児童等と家族に対して、日常生活の悩みや不安等の解消のため

相談に応じ、茨城県難病団体連絡協議会等と連携して、患者・家族教室・ピ

ア相談会等の事業を推進する。 

・肝炎対策基本法、国の「肝炎対策基本指針」及び県の「肝炎対策指針」の趣

旨を踏まえ、肝炎ウイルス検査の無料実施や医療費の公費負担、医療連携体

制の整備を図るなど、患者支援を柱とした検査から治療まで切れ目のない肝

炎の総合的な対策を推進する。 

・医療機関や関係団体等と連携し、地域の実情に応じた適切なアレルギー疾患

医療を受けるための医療提供の体制を構築するとともに、正しい知識の普及

啓発を促進する。 

・原子爆弾の被爆者に対して健康診断を実施するとともに、手当の支給など 

    を行う。 

・ハンセン病に対する偏見や差別の解消に向けて、正しい知識の啓発や情報提

供などの事業を推進する。 
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  【健康づくり】 

・明るく活力ある健康社会を築くため、健康づくり、生きがいづくりを推進する。 

・「第３次健康いばらき 21 プラン」に基づき、すべての県民が健康で明るく元

気に暮らせる社会の実現に向けて、健康づくり県民運動を展開する。 

・産学官民一体となった新たな健康づくりの仕組みを創造するとともに、健康

経営に取り組むいばらき健康経営推進事業所の登録等を推進する。 

・働く世代に焦点をあて、県民が楽しみながら無理なく生活習慣の改善に取り

組めるヘルスケアポイントの仕組みを運用し、健康長寿日本一を目指す。 

・いばらき美味しおスタイル指定店や減塩の普及等を通じた栄養改善の推進 

や、ヘルスロードの指定と普及啓発等による運動習慣の定着支援、受動喫煙 

防止対策など、各種健康づくり事業の推進を通して、地域や職域等での健康

づくり県民運動の定着を図る。 

・「茨城県循環器病対策推進計画」に基づき、脳血管疾患、心血管疾患等の循

環器病について、予防のための生活習慣改善に関する啓発等の取組、医療提

供体制の整備、重症化・再発予防等に係る患者支援などの対策を総合的に推

進することにより、健康寿命の延伸、循環器病の年齢調整死亡率の減少を目

指す。 

・「第３次健康いばらき 21 プラン」に基づき、保健医療関係者、教育・保育

関係者、農林漁業関係者等が連携し、生活習慣病予防のための肥満予防・減

塩などの具体的取組を推進する。 

・茨城県歯と口腔の健康づくり 8020・6424 推進条例及び第３次健康いばらき 

21 プランに基づき、8020・6424 運動を推進し、歯科口腔保健の充実を図る。 

・茨城県立健康プラザを中心として、県民に健康関連情報を提供するとともに、 

地域で活動する食生活改善推進員などの健康づくり指導者の育成・養成を進め 

る。 

 

 【がん対策】 

・「茨城県がん検診を推進し、がんと向き合うための県民参療条例」及び「茨

城県総合がん対策推進計画－第四次計画－」に基づき、がん患者を含めた県

民自らが、がん医療に主体的に参画する「参療」の視点に立ったがん対策を

進め、がんによる死亡者数を減少させ、がん患者とその家族を支援するとと

もに、がんになっても安心して暮らせる社会の実現を目指す。 

・児童及び生徒に対し、がんに関する正しい知識の普及を図るため、教育庁と

連携し、子どもの発育段階に応じたがん教育を推進する。 

・がん予防推進員によるがん予防の普及啓発を行うとともに、がん検診を積極

的に推進する民間企業と連携し、がん検診の受診率の向上のための普及啓発

を推進する。 

・がん検診推進のための啓発に努める（特に、がん検診推進強化月間の 10 月は

集中的に行う）とともに、県、市町村、事業者、検診機関等によるがん検診

推進協議会の開催等により、がん検診の受診率向上の取組を推進する。 

・市町村や企業が実施するがん検診受診率向上のための取組を支援し、地域及

び職域におけるがん検診の受診率向上を図る。 
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・県民が身近なところで質の高いがん医療を受けることができるよう診療体制

の整備を進めるとともに、がん医療に携わる医療従事者への研修やがん診療

連携拠点病院の緩和ケアチームの機能強化を図り、緩和ケアの提供体制の充

実に努める。 

・がん患者及びその家族への情報提供・相談支援体制の充実、がん患者の療養

生活支援や就労支援を推進し、がん患者・家族の生活の質の向上を図る。 

  

 ３ 安心して暮らせる社会 

  【安心な暮らしの確保】 

〇 薬物乱用防止対策の推進 

・「茨城県薬物の濫用の防止に関する条例」及び「第五次茨城県薬物乱用防止

五か年戦略」に基づき、関係機関が相互に緊密な連携を図り、総合的かつ効

果的な対策を推進する。 

   〇 消費生活と食の安全確保 

・生産から消費に至るまでの各段階における総合的な食品の安全性を確保する

ため、「茨城県食の安全・安心推進条例」に基づく「茨城県食の安全・安心

確保基本方針」及び「食の安全・安心確保アクションプラン」に沿って施策

を推進するとともに、原則として全ての食品等事業者に、一般衛生管理に加

え、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理が求められるため、技術的支援を行い導入

を促進する。 

・安全な食生活を確保するため、「茨城県食品衛生監視指導計画」に基づき営

業施設等に対する監視指導及び食品の試験検査を実施するほか、食中毒予防

のための指導・啓発を強化する。 

・食品表示法及び米トレーサビリティ法に基づく表示について、食品関連事業

者に対する正しい知識の普及・定着に努めるとともに、効率的な監視指導を

実施していく。 

・リスクコミュニケーションを推進し、食の安全・安心に関する消費者、食品 

関連事業者及び行政の相互理解と信頼関係を醸成する。 

 

  【犬猫殺処分ゼロの実現】 

・人と動物の共生する社会の実現に向けて策定した「茨城県動物愛護管理推進

計画」に基づき、動物愛護や適正飼育の啓発を図るとともに、動物愛護を担

うひとづくりや災害時の対応などの取組の更なる推進を図る。 

・「茨城県犬猫殺処分ゼロを目指す条例」の趣旨に基づき、市町村や関係機関

等との連携を強化し、犬や猫の殺処分頭数を減少させるための各種施策を推

進することにより犬猫殺処分ゼロを維持する。 

   

４ 災害・危機に強い県づくり 

 【原子力安全対策】 

・国の原子力災害対策指針や県地域防災計画（原子力災害対策計画編）の改定

を踏まえながら、原子力災害医療体制を検証し、必要な体制の強化を図る。

また、健康相談や県ホームページ等を活用した情報提供などにより、放射線

の健康影響等に対する県民の不安解消に努める。 
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・安定ヨウ素剤について、ＰＡＺ（東海第二発電所から 5km 圏内）では、事前

配布を実施するとともに、ＵＰＺ（東海第二発電所から 5～30km 圏内）にお

いては、緊急時に適切に配布・服用できる体制を整備する。 

また、ＰＡＺ外からＰＡＺ内事業所へ通勤する者に対し、事前配布を実施す

る。 

・原子力災害時における要配慮者（社会福祉施設等入所者、病院等入院患者）

の避難が円滑に進むよう、広域避難計画の策定を支援する。 

 

  【危機管理体制の充実強化】 

・災害発生後の初期段階において円滑な医療救護活動が行われるよう、災害派

遣医療チーム（ＤＭＡＴ）や災害時健康危機管理支援チーム（ＤＨＥＡＴ）

等の医療救護チームの機能強化や災害医療コーディネーターの設置、関係機

関と連携した災害対応訓練の実施等により災害に強い医療提供体制の構築を

図る。 

・地震、津波、交通災害等の大規模災害時に、多数発生する救急患者に対応す

るため、災害拠点病院を中心とした災害医療体制の充実を図る。 

   ・洪水、土砂災害等の際、一定の要配慮者（病院等入院患者）が迅速安全に避

難行動をとれるよう、医療機関管理者の避難計画策定等に対する市町村の助

言及び勧告業務を支援する。 
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保健政策課 
 
◎主要施策 
 
［１］保健医療行政の総合調整等 

１ 保健医療行政の総合調整 
部の幹事課として、部の保健医療に関する進行管理、部の予算の適正執行を通じ

て、部内各課（室）の事務事業が円滑に執行されるよう総合調整を行う。 
 
２ 厚生統計調査 

厚生労働省の委託を受けて各種業務報告、実態調査を実施することにより、施策
の企画立案、実施等のための基礎資料を得る。 

 
［２］地域保健の推進 
  １ 地域保健の推進 

 保健所の円滑な運営に努めるとともに、保健所庁舎の老朽化等で健康危機管理の
拠点としての機能が十分に果たせないと考えられるため、感染症対策や自然災害に
対応できるよう、保健所の整備を実施・検討する。また、衛生研究所への最新の試
験検査機器の整備を行うなど、その機能強化を図る。 

 
  ２ 公衆衛生医師の確保         

保健所における医師の不足が常態化していることから、公衆衛生医師の確保を図
り、保健所の体制を強化する。 
また、公衆衛生と臨床との連携強化を図るため、地域の臨床医や大学院生医師等

が非常勤医師として保健所に勤務する体制を構築する。 
 
  ３ 医療安全対策等の推進       

医療の安全と信頼を高めるため、また、保健医療の質の一層の向上を図るため、 
医療機関への立入検査を実施し、医療安全体制に係る指導助言を行うとともに、医
療安全相談センターにおいては、医療に関する県民からの相談等に対応する。 
また、医療機関の有する医療機能に関する情報を住民・患者に分かりやすくイン

ターネットを通じて提供し、適切な医療機関の選択を支援する。  
 
［３］災害医療体制の充実 

大規模災害に備え、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）や災害時健康危機管理支援チ
ーム（ＤＨＥＡＴ）の養成、災害情報を把握し、必要とされる医療を迅速かつ的確に
配分する調整役を担う災害医療コーディネーターの技能向上のための研修の実施、災
害拠点病院や医療救護チームなどの関係機関と連携した災害対応訓練を実施する。 
また、医療機関の入院患者の原子力災害時等の広域避難計画の策定を支援する。 

 
［４］保健医療技術者の育成 

県立医療大学（付属病院）において、保健医療に関する教育研究を行い、地域医療
の場で活躍できる医療技術者を育成するとともに資質の向上に努めるほか、ロボット
スーツＨＡＬなど最先端のリハビリテーション医療を提供する。 
また、大学院博士課程においては、本県の保健医療をリードする医療専門職を育成

するとともに、助産学専攻科においては、母子保健・周産期医療の発展に貢献できる
高度な技術を備えた助産師を育成することで、地域に貢献する大学づくりを推進す
る。 

 
［５］国民健康保険事業の推進 

国民健康保険事業の運営の適正化及び財政の健全化を図るため、国民健康保険特別
会計の健全な運営を確保するとともに、保険者等に対して保険料（税）の賦課徴収や
医療費の適正化などの助言・指導等及び財政支援を行い、国保事業の安定化に努める。 

 
［６］後期高齢者医療対策の推進 

 高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、75 歳以上の者（65 歳以上で一定の障
害のある者を含む。）の後期高齢者医療費を公費負担するとともに後期高齢者医療制
度の適正な運営を図るため、茨城県後期高齢者医療広域連合等に対して助言・指導を
実施する。 

 
［７］福祉医療の充実 

 小児、妊産婦、ひとり親家庭の母又は父及び児童、重度心身障害者に係る医療費助
成事業を実施する市町村に対し、事業費の一部補助を行う。  
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［１］保健医療行政の総合調整等

 １ 保健医療行政の総合調整

保健政策課主要施策体系

 (2) 後期高齢者医療制度の運営支援

［７］福祉医療の充実  (1) 医療福祉制度の推進

［５］国民健康保険事業の推進  (1) 国保事業の運営支援

 (2) 国保事業の財政支援

 (3) 国保特別会計の健全な運営

 ２ 厚生統計調査

 (1) 保健医療行政の総合調整

 (1) 保健統計調査

 (2) 医療安全相談センターの運営

［２］地域保健の推進

 ３ 医療安全対策等の推進

 (2) 衛生研究所の運営管理・機能強化

 (1) 医療機関への立入検査

 １ 地域保健の推進

 ２ 公衆衛生医師の確保  (1) 公衆衛生医師の確保

 (1) 保健所の運営管理・機能強化

 (3) 医療機能情報の提供

［６］後期高齢者医療対策の推進  (1) 後期高齢者医療給付費の負担

 (1) 災害医療対策の推進［３］災害医療体制の充実

［４］保健医療技術者の育成  (1) 県立医療大学（付属病院）の運営
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保健所庁舎の整備について 
 

１ 現状 

保健所庁舎については、９保健所のうち５保健所（土浦、古河、潮来、竜ケ崎、

つくば保健所）が、昭和 40 年から 50 年代に建設され、老朽化・狭隘化が進んでお

り、また、新興感染症への対応や災害時の健康危機管理の司令塔としての機能を十

分に発揮することが難しいことなどから、保健所庁舎の建て替えや移転などにより、

保健所の機能強化を図る必要がある。 
 

２ 整備の基本的な考え方 

①必要面積の確保（延床面積：約 1,500 ㎡、敷地面積：5,000 ㎡以上） 

   ・新興感染症への対応（事務室の拡充、相談室の確保、備蓄倉庫等の整備） 

   ・災害拠点としての整備（災害時に拠点となる会議室の整備、災害対応のため

の敷地確保） 

  ②利便性の確保・向上 

  ③移転する場合は、現在地の同一市町村内を原則 

  ④整備中は現庁舎での業務を継続 

⑤整備スケジュール等具体的な整備については、築年数や保健所庁舎の老朽化 

 度合、財政負担の平準化等を考慮するとともに、社会情勢や地域実情の変化を 

 踏まえながらその都度進めていく。 

 

３ 今年度の実施内容 

  土浦保健所の基本設計を実施 

（１）事業概要 

   土浦保健所庁舎は、築年数が約 50 年を経過しており、老朽化が著しいことか

ら、現在地での建て替えに向け、基本設計を実施し整備に取り組む。 

   併せて、隣接する県南食肉衛生検査所も老朽化が著しいため、一体で整備する。 

 

（２）土浦保健所の整備スケジュール（予定） 

 

R4 R5 R6 以降 R8.3 

基本設計 実施設計 建設工事 完成見込み 

 

４ その他 

  老朽化した他の保健所庁舎の整備については、築年数や保健所庁舎の老朽化度合、

建設費等の財政負担の平準化などを考慮するとともに、社会情勢や地域実情の変化

を踏まえながらその都度進めていく。 
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国民健康保険の保健事業について 
 

 令和２年度から拡充された保険者努力支援交付金（国１０／１０）を活用し、糖尿病重

症化予防のためのアドバイザー派遣や、地域の薬局と連携した保健事業等の実施により、

県民（国保加入者）の健康づくり・疾病予防の取組を強化する。 

 

１ 保険者努力支援交付金の概要 

  ・従来の取組評価分（既存分）1,000 億円に加え、令和２年度から保険者努力支 

援交付金制度を抜本的に強化し、新規 500 億円（総額 550 億円）を増額。 

 
区分 国予算額 内容 

①取組評価分 

（既存分） 
1,000 億円 

・特定健診や特定保健指導の実施率、保険料収納率

などの取組状況に応じた点数評価に基づき交付

される。［県・市町村：各 500 億円］ 

②事業費分・ 

事業費連動分 
550 億円 

・県及び市町村が実施する事業費分が交付される。 

［250 億円］ 

・県及び市町村の各保健事業の評価指標に応じて 

 交付される。［300 億円］ 

 

２ 県が実施する各種保健事業 

  ・各事業の詳細は別添「茨城県国民健康保険 保健事業」のとおり、計７事業を 

実施。 
事業分類 主な事業例 

Ａ：市町村が実施する保健事業の 

更なる推進に資する基盤整備 

・県レベルの連携体制構築、県及び市町村 

職員を対象とした人材育成 

Ｂ：市町村の現状把握・分析 
・ＫＤＢ等を活用した現状把握、事業対象 

者の抽出、保健事業の効果分析等 

Ｃ：都道府県が実施する保健事業 
・都道府県が市町村と共同又は支援により 

行う保健事業 

Ｄ：人材の確保・育成事業 
・看護師等の有資格者等に対する特定保健 

指導等の国保の保健事業に関する研修 

Ｅ：データ活用により予防・健康 

づくりの質の向上を図る事業 

・データヘルス計画の標準化に向けた現状 

把握・分析 

Ｆ：モデル事業（先進的な保健事業） 
・地域の企業や大学、関係団体等と協力し 

実施する先進的な予防・健康づくり事業 

 

３ 参考：保険者努力支援交付金（事業費連動分）の交付額 

  ・全国の国保被保険者数に占める国保加入率（2.3％程度）と同程度の交付率 

（2.77％）であり、全国平均程度（22 位）ではあるが、更なる増額を目指す。 

 
（単位：百万円、％） 

区分 令和２年度 令和３年度 

点数［割合］ 非公表 86 点／120 点［71.7％］ 

全国順位 非公表 22 位 

交付額［総額 300 億円に占める割合］ 698［2.33％］ 830［2.77％］ 

対前年度増減額［対前年度比］ －［－］ ＋132［＋18.9％］ 
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糖尿病重症化予防のためのアドバイザー派遣や地域の薬局と連携した保健事業等により、
県民の疾病予防や健康づくりの取組を強化します。

茨城県国民健康保険 保健事業

【Ｒ４当初予算額 53百万円】 保健医療部保健政策課国民健康保険室国保Ｇ（029-301-3172）

１ 重症化予防アドバイザー派遣事業【９百万円】［事業分類Ａ］
①県内市町村等の保健師・看護師等を対象とした「保健指導スキルアップ研修会」の開催
②「重症化予防アドバイザー派遣」によるデータ分析・助言・改善提案等の実施
【派遣市町村】北茨城市、高萩市、大子町

２ 医療・健康情報データベースの構築・分析事業等【24百万円】［事業分類Ｂ］
①過去７年間（H27～R3）の市町村国保被保険者の医療・健診データのデータベース化
②地元筑波大学と連携した医療費等の傾向分析、市町村への助言による保健事業の推進 等

３ かかりつけ医と地域の薬局と連携した保健事業【４百万円】［事業分類Ｃ］
①県内５市村の地域の薬局と連携し、特定健診未受診の方へ受診勧奨・支援
【実施市町村】北茨城市、那珂市、笠間市、結城市、東海村

②重複多剤服薬者への服薬相談（健康管理支援）

４ 県栄養士会との合同研修事業【２百万円】［事業分類Ｄ］
①糖尿病重症化予防、特定保健指導における栄養指導のスキル向上

②フレイル予防を通した健康づくり 等

５ データヘルス計画の標準化に向けた現状把握・分析事業【５百万円】［事業分類Ｅ］
①標準化ツールを活用した全市町村のデータヘルス計画の現状把握・分析
②各市町村へのデータヘルス計画の標準化のための研修会等

６ 糖尿病療養指導カードシステムを活用した重症化予防事業（新）【９百万円】［事業分類Ｆ］

①糖尿病療養指導カードシステムを活用し、かかりつけ医及び市町村保健師による指導等

【モデル市町村】那珂市、常陸大宮市、東海村

７ ヘルスケアポイント事業【0.4百万円】［事業分類Ｂ］
①健康アプリの利用者に関するヘルスケアデータを活用した健康行動分析等

- 17 -



健康推進課 
 

◎主要施策 
［１］在宅医療の推進 

切れ目のない在宅医療の提供体制を構築するため､県医師会や関係機関との協働によ
り､診療所等の連携体制の構築、多職種の連携、在宅医療を推進する人材の養成に取り組
み､市町村における在宅医療の推進を支援する。 

 

［２］疾病対策の推進 

１ 難病対策の推進 
原因が不明で治療方法が確立していない､いわゆる難病については､治療が長期

にわたることから､医療費の公費負担､保健所における相談・訪問指導による療養支
援や在宅で人工呼吸器を着けた重症難病患者への一時入院等の調整を行うなど､患
者及び家族への支援の充実を図る。 

また､難病患者の様々なニーズに対応した相談支援を行う「難病相談支援センタ
ー」を拠点とし､地域における患者支援対策を推進する。 

さらに､難病が疑われながらも診断がついていない患者に対し､できる限り早期
に正しい診断ができる体制及び診断後はより身近な医療機関で適切な医療が受け
ることができる医療提供体制を確保する。 

 
２ 小児慢性特定疾病対策の推進 

小児慢性特定疾病の医療費に対し公費負担を行い､経済的負担の軽減を図る。 
また、小児慢性疾病児童等と家族に対して、相談や訪問指導、患者・家族教室  

・ピア相談会等を行い支援の充実を図る。  

 

３ ハンセン病対策の推進 
ハンセン病に関する正しい知識の普及啓発を図るため､県ホームページや SNS で

の情報提供や､講演会の開催等により積極的に啓発を行う。また､茨城県藤楓協会と
共同で慰問活動を実施し､療養所入所者等への支援対策を推進する。 

 
４ 原子爆弾被爆者対策の推進 

原子爆弾の被爆者に対して健康診断を実施するとともに､手当の支給等を行う。 
 
 

５ アレルギー疾患対策の推進 
アレルギー疾患は増加傾向にあり､症状によっては､日常生活に多大な影響を及

ぼすこともあるため､医療機関や関係団体等と連携し､地域の実情に応じた適切な
アレルギー疾患医療を受けるための医療提供体制の整備､アレルギー疾患の予防の
ための知識の普及啓発､アレルギー疾患を有する者の生活の質の維持向上のための
相談体制の充実に努める。 

 
６ ウイルス性肝炎対策の推進      

肝炎対策基本法、国の「肝炎対策基本指針」及び県の「肝炎対策指針」の趣旨を
踏まえ、肝炎ウイルス検査の無料実施や医療費の公費負担、医療連携体制の整備を
図るなど、患者支援を柱とした検査から治療まで切れ目のない肝炎の総合的な対策
を推進する。 

 
７ 神栖市の有機ヒ素汚染対策 

国の緊急措置事業により、ジフェニルアルシン酸のばく露が確認された者に対
し、医療手帳を交付し、健康診査を行うとともに、医療費等を給付することにより、
健康不安の解消等を図る。 

 

［３］がん対策の推進 
「茨城県がん検診を推進し､がんと向き合うための県民参療条例」及び「茨城県総合

がん対策推進計画－第四次計画－」に基づき､がん患者を含めた県民自らが､がん医療
に主体的に参画する「参療」の視点に立ったがん対策を進め､がんによる死亡者数を減
少させ､がん患者とその家族を支援するとともに､がんになっても安心して暮らせる社
会の実現を目指す。 

- 18 -



１ がん予防・がん検診の推進 
がん予防知識の普及やがん検診の受診勧奨を推進するため､がん予防推進員やが

ん検診推進サポーターの養成等を行うとともに､児童及び生徒に対し､がんに関す
る正しい知識の普及を図るため､教育庁と連携し､発育段階にあわせたがん教育を
推進する。 

また､特に､がん検診推進強化月間（10 月）中に､がん検診推進のための啓発に努
めるとともに､県､市町村､事業者､検診機関等によるがん検診推進のための協議会
の開催等により､受診率向上の取組を推進する。 

さらに､企業等と連携したがん検診の普及施策を展開するとともに､市町村や企
業が実施するがん検診受診率向上のための取組を支援し､がん検診受診率の向上を
図る。 

特に､女性のがん罹患率の第１位であり年々増加傾向にある乳がん及び罹患年齢
が低年齢化している子宮頸がんなど､女性のがんに対し､早期発見や予防等に関す
る知識の普及啓発をより一層推進する。 

 
  ２ がん医療の充実 

県民が身近なところで質の高いがん医療を受けることができるよう､がん診療連
携拠点病院等の機能強化を図るとともに､薬剤師や看護師に係るがん医療の専門的
資格の取得を推進する。 

また､がん患者に対してがんと診断された時から緩和ケアが提供できる体制を整
備するため､医師・薬剤師・看護師を対象とする緩和ケア研修会等を開催し､人材育
成や普及啓発を推進する。 

 
３ がん患者とその家族に対する支援 

がん患者の療養生活の質の維持向上を図り､がん患者及びその家族の不安等を軽
減するため､患者や家族等からの様々な相談に対応するとともに､治療に伴う脱毛
等により就労を含めた社会参加に支障が生じるがん患者への支援などを行う。  

また､患者やその家族の居場所づくりや心身の機能回復の取組への支援を推進す
る。 

さらに､がん患者の就労支援のため､がん診療連携拠点病院の相談支援センター
での就労相談の充実を図り､関係機関が連携した支援体制の整備を推進する。 

  
［４］健康づくりの推進 

１ 健康づくり対策 
「第３次健康いばらき 21 プラン」（計画期間：平成 30 年度（2018 年度）～令和

５年度（2023 年度））に基づき､全ての県民が健康で明るく元気に暮らせる社会の

実現に向けて､健康づくり運動を展開する。さらに､産学官民一体となった新たな

健康づくりの仕組みを創造するとともに､健康経営に取り組むいばらき健康経営推
進事業所の登録等を推進する。 
また､働く世代や健康に無関心な層に焦点をあて､県民が楽しみながら無理なく生

活習慣の改善に取り組めるヘルスケアポイントの仕組みを運用し､健康長寿日本一

を目指す。 
本県においては､循環器疾患や糖尿病など生活習慣病の死亡率が高い水準にある

ことから､市町村や茨城県医師会等と連携し､県民が自ら率先して健康増進や疾病
の予防に努めるよう､知識の啓発や社会環境整備を進める。 

        また､糖尿病性腎症重症化予防プログラムの活用により､各保険者と郡市医師会

等との連携による生活習慣病の重症化予防を推進する。 
        さらに､子どもからお年寄りまでが気軽に安全に歩ける「ヘルスロード」を指定

し､手軽な運動としてのウォーキングの普及を図る。 

      また､望まない受動喫煙の防止を図るため､健康増進法改正法の制度の内容につ
いて周知・啓発を図りながら､受動喫煙防止対策などに取り組んでいく。 

併せて、健康増進事業の推進を目的とした、健康増進法に基づき市町村が実施す
る保健事業（健康教育・健康相談・健康診査・訪問指導等）の一部に補助するとと

もに､地域・職域連携推進協議会などを通じて､地域保健と職域保健との連携によ
る効果的な保健事業の展開と､継続的に健康づくりが支援できる体制づくりを進め

る。 
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   ２  循環器病対策の推進 
「茨城県循環器病対策推進計画」（計画期間：令和３年度（2021 年度）～令和５

年度（2023 年度））に基づき、循環器病の予防の取組、医療提供体制の整備、重症
化・再発予防等に係る患者支援などの対策を総合的に推進し、健康寿命の延伸､循
環器病の年齢調整死亡率の減少を目指す。  
 循環器病は､不健康な生活習慣の継続により発症のリスクが高まることから生活
習慣の改善が重要であるとともに､発症を認識し速やかに適切な治療を受けること
が救命や後遺症の軽減に繋がるため、循環器病に関する予防や救護の知識の普及
啓発に取り組む。  

また、再発・重症化予防の観点から、地域で生活する循環器病患者に対して、患
者や患者家族に合わせた医療や介護サービス等が切れ目なく提供される体制が重
要であることから、医療機関や介護施設等の施設間及び医師を始めとした多職種
の医療従事者間の連携体制の構築を推進していく。 

 
  ３ 栄養改善指導・管理の推進 

健康増進法に基づき､県民の栄養の改善を進めるとともに､給食施設への栄養管

理指導､管理栄養士・栄養士養成施設に対する指導､栄養改善団体の育成・指導など
を行う。 

 
  ４ 食育の推進 

「第３次健康いばらき 21 プラン」に基づき､保健・医療関係者､教育・保育関係
者､農林漁業関係者､食品関連事業者､ボランティア､行政等関係者が連携し､あらゆ
る世代のライフステージに応じた食育を推進していく。 

特に､食育を通じた健康づくりを効果的に推進するため、「食育月間」や「食育
の日」、「減塩の日（いばらき美味

お い

しお Day）」を中心に減塩・適塩や適切な食習

慣の大切さを普及する。 
 

  ５ 歯科口腔保健の推進  

「茨城県歯と口腔の健康づくり 8020・6424 推進条例」及び「第３次健康いばら
き 21 プラン」に基づき､引き続き 8020・6424 運動を展開する。 

特に､就学前施設でのフッ化物洗口の実施を推進することにより、生涯にわたる
歯と口腔の健康づくりを支援する。 

 
６ 茨城県立健康プラザ等の管理運営 

県民の健康づくりを支援する中核施設として設置している「茨城県立健康プラ

ザ」において､インターネット等を通じた健康に関する情報の提供や､健康づくり
の指導者等を対象とした専門的な教育研修などにより､健康づくりに関する支援体

制の整備・充実に努める。 
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　２　循環器病対策の推進

　４　食育の推進

　５　歯科口腔保健の推進

　６　健康プラザ等の管理運営

  ２　小児慢性特定疾病対策の推進

  ３　ハンセン病対策の推進

  ４　原子爆弾被爆者対策の推進

  ５　アレルギー疾患対策の推進

［３］がん対策の推進

［４］健康づくりの推進

  ６　ウイルス性肝炎対策の推進

  ７　神栖市の有機ヒ素汚染対策

　１　がん予防・がん検診の推進

　２　がん医療の充実

　３　がん患者とその家族に対する支援

　１　健康づくり対策

　３　栄養改善指導・管理の推進

  １　難病対策の推進

健康推進課主要施策体系

  １　在宅医療の推進［１］在宅医療の充実

［２］疾病対策の推進
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２次医療圏

連携
難病情報センター（HP)

患者

３次医療圏

難病医療連絡協議会

保健所

指
定

小児医療機関

連携して移行期医療に対応

《全国的な取組》

難病医療支援ネットワーク

各分野の学会

国立高度専門
医療研究センター

県

受診

紹介
連携

IRUD

長期の入院療養
(関係機関の例）
・国立病院機構等

療養生活環境支援
・難病相談支援センター

福祉サービス

就労・両立支援
・ハローワーク
・産業保健総合支援センター

【目指すべき方向性】
１．できる限り早期に正しい診断ができる体制
２．診断後はより身近な医療機関で適切な医療を受けることができる体制
３．小児慢性特定疾病児童等の移行期医療にあたって、小児科と成人診
療科が連携する体制

４．遺伝子診断等の特殊な検査について、倫理的な観点も踏まえつつ
幅広く実施できる体制

５．地域で安心して療養しながら暮らしを続けていくことができるよう、
治療と就労の両立を支援する体制を構築することを目指す。

新たな難病の医療提供体制 （茨城県版） 令和４年４月

茨城県保健医療部健康推進課

難病診療連携拠点病院 (2か所)

難病医療
指導機関
(2か所)

難病医療協力病院
(2次医療圏1～3か所：21か所)

難病診療連携コーディネーター

難病相談連絡員

連携

受診

難病研究班

情報提供

在宅医療等
事業者

レスパイト
入院事業

難病対策地域協議会
（医療・福祉・教育・就労支援等の関係者により構成）

・訪問看護事業所

・介護支援事業所等

在宅レスパイト事業

【新規】

一般病院・診療所

（かかりつけ医等）
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保健医療圏 病院名 所在地 保健医療圏 病院名 所在地

水戸

水戸赤十字病院 水戸市

取手・竜ケ崎

ＪＡとりで総合医療センター 取手市

水戸医療センター 東茨城郡茨城町 東京医科大学茨城医療センター 稲敷郡阿見町

総合病院水戸協同病院 水戸市 龍ケ崎済生会病院 龍ケ崎市

水戸済生会総合病院 水戸市
土浦

総合病院土浦協同病院 土浦市

日立 日立総合病院 日立市 霞ケ浦医療センター 土浦市

常陸太田・
ひたちなか

茨城東病院 那珂郡東海村

つくば

筑波学園病院 つくば市

ひたちなか総合病院 ひたちなか市 筑波記念病院 つくば市

鹿行

神栖済生会病院 神栖市 筑波メディカルセンター病院 つくば市

なめがた地域医療センター 行方市 筑西・下妻 茨城県西部メディカルセンター 筑西市

小山記念病院 鹿嶋市
古河・坂東

古河赤十字病院 古河市

茨城西南医療センター 猿島郡境町

病院名 所在地 病院名 所在地

筑波大学附属病院 つくば市 茨城県立中央病院 笠間市

病院名 所在地

茨城県立医療大学付属病院（茨城県難病相談支援ｾﾝﾀｰ併設） 稲敷郡阿見町

茨城県立こども病院 水戸市

難病診療連携拠点病院 （2か所）

難病医療協力病院 （21か所）

難病医療指導機関 （2か所）

【筑波大学附属病院】・・・◆より早期に正しい診断ができる機能を有し、診断後は、地域の身近な医療機関で治療を継続できるよう支援します。
◆県内外の医療機関との連携を強化し、診断・治療の支援を行います。

【茨城県立中央病院】・・・◆医療を提供するとともに、地域の医療機関と連携し、在宅で療養生活を送る難病患者さんの支援を行います。

◆地域の身近な医療機関で、治療と療養を継続できるよう、難病診療連携拠点病院やかかりつけ医と連携し、医療を提供します。

◆難病診療連携拠点病院や難病医療協力病院等の地域の医療機関等からの要請に応じ指導・助言を行います。

令和4年4月：茨城県保健医療部健康推進課
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感染症対策課 
 

◎主要施策 
[１] 感染症対策の推進 

１ 新型コロナウイルス感染症等対策の推進 
新型コロナウイルス感染症に対して必要な措置を行い当該感染症の拡大を防ぐと

ともに、県民生活等の安定を確保するため、茨城県新型インフルエンザ等対策行動
計画に基づき、医療体制の強化（医療・相談体制の整備推進等）と社会対応の推進
（指定地方公共機関の業務計画に基づく体制の整備、県民・事業者等への啓発・協
力要請等）を図る。 

２ 結核対策の充実 
茨城県結核予防計画（第三次）に基づき、患者の早期発見のための健診の充実、

適正医療の提供、直接服薬確認療法（ＤＯＴＳ）の推進、結核に関する知識の普及
啓発等、効率的な結核対策を実施することにより結核のまん延防止を図る。 

３ 予防接種の推進 
麻しん・風しん、ヒトパピローマウイルス（ＨＰＶ）感染症などの定期予防接種

の接種率向上を図るため、各市町村、医師会等関係機関と連携し、積極的な接種勧
奨など予防接種の推進に取り組む。 

４ エイズ・性感染症対策の充実 
エイズ・性感染症については学校・地域の関係機関との連携を強化し、感染予防

及び患者等への差別や偏見の撤廃に向けた普及啓発活動を推進する。 
また、保健所におけてＨＩＶ、クラミジア、梅毒の無料匿名検査を実施するとと

もに、受検者の利便性に配慮した夜間検査やＨＩＶ即日検査を導入し、早期発見、
早期治療を推進する。 

５ 感染症のまん延防止対策の強化 
インフルエンザや麻しん、風しん、さらには感染性胃腸炎等による集団発生を防

止するため、県民に随時情報を提供し、注意を喚起する。 
また、腸管出血性大腸菌感染症(Ｏ157 等)、蚊媒介感染症等の予防啓発に努める

とともに、広域的な感染症や新型インフルエンザ等の発生時には、医療機関等に対
し速やかに情報提供を行い、適切かつ迅速な防疫措置及び医療の確保を図る。 

 
［２］健康危機管理対策の強化 

１ 健康危機管理体制の確保 
県内で発生又は発生の恐れのある健康危機に対して迅速かつ適切に対応するた

め、必要に応じ、健康危機管理対策委員会等により情報の共有化を図る。 
また、事案発生時の緊急対応、初動対応の迅速・適切化を図るとともに、関係機

関との連携強化を図る。 
２ 緊急被ばく医療体制の強化 

国の原子力災害対策指針や県地域防災計画（原子力災害対策計画編）の改定状況
を踏まえながら、原子力災害医療体制について検証し、必要な体制の強化を図る。 
また、原子力災害時に備えて放射線検査センター等に配備している機材等の維持

管理を行うとともに、原子力災害医療関係者の専門研修派遣等により人材育成を図
るなど、原子力災害医療体制の強化を図る。 
さらに、健康相談や県ホームページ等を活用した情報提供などにより、放射線の

健康影響等に対する県民の不安解消に努める。 
３ ＪＣＯ事故周辺住民の健康管理 

平成 11 年９月 30 日に発生したＪＣＯ臨界事故に伴う施設周辺住民等の健康管理
の一環として、継続的な健康診断及び健康相談を実施するとともに、そのデータ管
理を行うことにより、住民の不安解消を図る。 
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感染症対策課主要施策体系

　１　新型コロナウイルス感染症等対策の推進

　５　感染症のまん延防止対策の強化

　３　ＪＣＯ事故周辺住民の健康管理

　２　緊急被ばく医療体制の強化

［１］感染症対策の推進

　２　結核対策の充実

　１　健康危機管理体制の確保

　３　予防接種の推進

　４　エイズ・性感染症対策の充実

［２］健康危機管理対策の強化
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子宮頸がん予防ワクチン（ＨＰＶワクチン）に関する対応等について 
 

感染症対策課 

 
１ 子宮頸がん予防ワクチン（ＨＰＶワクチン）について 

 【実施主体】市町村 

【定期接種対象】小学校６年～高校１年相当の女子。 

 【接種回数】同じワクチンを６ヶ月の間で間隔を空けて合計３回接種。 

 【予防効果】子宮頸がんをおこしやすいタイプである HPV（16 型と 18型）の感染を防ぐこと

ができる。それにより、子宮頸がんの原因の 50～70％を防げる。  

【副 反 応】接種後に、まれに、重いアレルギー症状や神経系の症状が起こる。 

 

２ ＨＰＶワクチンに関するこれまでの経緯及び国の対応について 

時 期 国の主な動き 

平成 25 年４月 
予防接種法改正（定期接種の開始） 

＊平成 22年 11 月から国の事業として接種開始。 

平成 25 年６月 副反応疑い等により定期接種の積極的な接種勧奨の一時差し控え決定。 

令和３年 10 月 
副反応検討部会：「大きな方向性として、積極的勧奨の再開を妨げる要

素はない」との結論。 

令和３年 11 月 

通 知：積極的勧奨の再開 

分科会：HPV ワクチンの接種機会を逃した人への対応（キャッチアップ

接種）について議論。 

令和３年 12 月 
通 知：関係機関の役割、分科会の議論で整理された内容の共有（キャ

ッチアップの対象者（R4 年度に 17～25 歳の 9学年）等） 

令和４年３月 通 知：キャッチアップ接種詳細（対象者、実施期間等） 

令和４年４月 
積極的接種勧奨（個別通知）の再開 

キャッチアップ接種を開始 

（参考）キャッチアップ接種における本県の対象人数  約 8.4 万人と想定 

    

３ 子宮頸がん予防ワクチンの接種状況について（１回目接種率と、年間延べ接種者） 

接種率 H25 年度 H26 年度 ・・・ H30 年度 R 元年度 
R２年度 

（暫定） 

全国 17.2％ 0.7％ ・・・ 1.3％ 3.3％ 未公表 

茨城 

（人数） 

23.1％ 

（7,057人） 

0.5％ 

（321 人） 
・・・ 

0.7％ 

（216 人） 

2.0％ 

（555 人） 

13.8％ 

（4,276 人） 

    

４ 県内の副反応支援体制、相談体制について（別紙参照） 

○ヒトパピローマウイルス感染症に対する相談窓口（平成 27 年度～） 

   ・衛生部門（感染症対策課）と学校部門（保健体育課）に相談窓口を設置。 

  ○ＨＰＶワクチン接種後に生じた症状の診療に係る協力医療機関（平成 26 年度～） 

   ・筑波大学附属病院と水戸赤十字病院の２医療機関を選定済。 

 

５ 今後の県の方針 

○副反応が生じた際の医療体制や相談体制の拡充 

○市町村の取組状況の把握及び支援 

○キャッチアップ接種を含む接種対象者に対し、ホームページ等さまざまな媒体を活用

した情報発信 
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HPVワクチン積極的勧奨再開に伴う相談・医療体制について

接 種 対 象 者
（接種に悩む者、接種後症状に悩む者）

県庁相談窓口
↕ 連携

市町村窓口

☞副反応救済制度などの説明
☞HPVワクチンの効果等の説明

☞医療機関をいくつか受診し、
行先に困っている者への対応

予防接種センター
(県立こども病院)

☞要注意者の診察や接種を依頼

☞かかりつけ医や行政からの接種前の相談を受
けることが主。接種希望者等から直接の相談
は受け付けない。

協力医療機関
(水戸日赤、筑波大)

☞平成26年に指定済み

☞今般、積極的勧奨再開を迎えたこと
から、改めて体制強化の協力依頼

☞複数の医療機関を受診して原因探し
をしている患者を救済

かかりつけ医
接 種 医

☞原則、ここで
対応

業務
内容の
強化

【接種前・接種後の相談】

強
化

強
化

相談体制 医療体制相談
相談

紹介

連携

連携

情報提供
等の支援

県医師会

地域の医療機関

☞症状に応じて、地域の医療ネットワーク
を活用し接種後の症状に悩む人をフォ
ローアップ。

連携して患者対応

紹介

紹介

研究班の協力医療機関
（県外）

☞より高度な診療支援等
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生活衛生課  

 

◎主要施策  

［１］食品・環境衛生対策の充実  

１ 食の安全・安心確保  

    「茨城県食の安全・安心推進条例」に基づく「茨城県食の安全・安心確保基本方

針」及びその具体的行動計画である「アクションプラン」に沿って、総合的な食の

安全確保対策を全庁的に推進する。  

（１）食品衛生指導の推進  

食品衛生に関する監視指導については、毎年度策定する「茨城県食品衛生監視
指導計画」に基づく営業施設等に対する監視指導及び食品の試験検査等を実施す

る。  

また、庁内関係部局により構成される「食の安全・安心対策連絡会議」を開催
し、連携と情報の共有化を図り、円滑な施策の推進に努めるとともに、施策の進

行状況について、有識者等で構成される「茨城県食の安全・安心委員会」から評
価・提言を受ける。   

（２）食中毒対策の推進  

食品営業施設等における洗浄・消毒、食品の適切な加熱処理及び調理従事者の

健康管理、効果的な手洗い等の普及啓発を図り、カンピロバクター、サルモネラ、

腸管出血性大腸菌及びノロウイルスなどを中心とした食中毒の予防対策を推進
する。  

（３）食品衛生試験検査の推進  

食中毒の発生防止や不良食品の排除など、食品の安全を確保するため、県内に
流通する広域流通食品や県内で製造・加工された食品等を対象に試験検査を実施
する。  

また、残留農薬等に関するポジティブリスト制度に対応するため検査体制の充

実を図るとともに、輸入野菜を含む農畜産物の残留農薬及び動物用医薬品の規格
基準検査を実施するなど、食品の安全・安心の確保に努める。これら試験検査の

データの信頼性を確保するため、衛生研究所、食肉衛生検査所の食品衛生検査施
設における業務管理（ＧＬＰ）を推進する。その他、県民が申し出た異味・異臭

などの食品についての試験検査を実施し消費者の信頼確保を図る。  

また、県内で製造又は県内に流通する加工食品の放射性物質に係るモニタリン
グ検査を実施し情報提供に努める。  

（４）食品衛生管理（ＨＡＣＣＰ）の推進  

食品衛生法の一部改正に伴い、原則として全ての食品等事業者に一般衛生管理

に加え、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理が求められることから、食品事業者に対し
て、制度の周知と技術的支援を行うとともに自主的な衛生管理の取組状況を検証

するなど立入検査の効率化に努める。  

（５）食品衛生関係人材の育成  

調理業務及び菓子製造業務に従事する者の資質向上を図るため、調理師試験及

び製菓衛生師試験を実施する。また、食品衛生監視員、と畜検査員等関係職員を
専門研修等に派遣し、人材の育成及び資質の向上を図る。  

（６）食の安全対策の強化推進  

食品の安全・安心の確保に関する県民の意見を聴取し、施策に反映させるため
に、生産者、食品関連事業者、消費者、行政などの関係者が参画する「食の安全

・安心に関する意見交換会」を開催し、リスクコミュニケーションの推進を図る。 

      また、当課食の安全対策室ホームページ及びＳＮＳ（ソーシャルネットワーク
サービス）などを活用し、広く県民に対して食中毒発生概況や食品の自主回収情
報など食品の安全・安心に関する情報を、迅速、かつ分かりやすく情報提供する。 

（７）食品表示適正化対策の推進  

食品の安全性を確保する上でも食品表示の適正化が求められていることから、
食品表示法に基づく表示基準を周知し、その遵守及び表示適正化に向けた自主的
な取組を促進するとともに巡回指導を実施する。併せて、生産から販売・提供ま
での各段階を通じ、米・米加工品の移動を把握するための米トレサビリティ法に
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基づく指導を実施する。また、独立行政法人農林水産消費安全技術センターと連
携し食品の試験検査（ＤＮＡ分析、元素分析）を実施することで産地偽装等の防

止及び消費者の安心感の醸成を図る。  

 

２ 食肉の安全確保  

（１）食肉・食鳥肉安全対策  

食肉の安全確保を図るため、と畜場・食鳥処理場において食肉として処理され
る家畜･家禽の疾病検査や残留動物用医薬品検査を行うとともに、生産者に対する 
検査データの還元や検査体制の充実に努め、食肉の安全対策を推進する。  

また、と畜場及び食鳥処理場に対して、食肉への微生物汚染防止を目的とした

衛生指導を実施する。  

（２）ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の促進  

と畜場法等の一部改正に基づきＨＡＣＣＰに沿った衛生管理が求められると
畜場及び食鳥処理場に対して、制度の周知と技術的支援を行うとともに自主的な

衛生管理の取組状況を検証するなど立入検査の効率化に努める。  

  

３ 快適な生活環境の確保  

（１）生活衛生監視事業  

旅館、興行場、公衆浴場、理容所、美容所及びクリーニング所の許認可、監視指

導等を実施し、快適で衛生的なサービスの提供を促進する。また、特定建築物に
対する立入検査を実施し、建築物の衛生確保を図る。  

（２）公営火葬場整備促進事業  

墓地、埋葬等に関する法律第９条に基づく死亡人取扱費を市町村に交付する。  

 

４ 生活衛生関係営業に係る対策  

（１）生活衛生指導助成事業  

生活衛生関係営業の経営健全化、衛生水準の維持向上及び利用者又は消費者の

利益の擁護を図るために、（公財）茨城県生活衛生営業指導センターが実施する
各種事業に必要な事業費及び人件費に対し補助する。  

（２）生活衛生営業振興対策事業  

生活衛生営業の振興を図るため、（公財）茨城県生活衛生営業指導センター、
生活衛生同業組合が実施する事業に補助金を交付する。  

（３）生活衛生関係人材の育成等  

クリーニング師試験を実施する。  

（４）営業関係指導事業  

生活衛生関係営業施設の衛生水準の維持向上及び経営健全化を図るために指

導等を行う。  

（５）住宅宿泊制度運営管理事業  

住宅宿泊事業者に係る届出受付及び指導監督等を行い、制度の適正な運営の確

保を図る  

 

５ 動物の愛護及び管理対策  

（１）動物指導センターの運営、維持管理  

動物指導センターが収容した犬猫の飼養管理業務等を民間業者へ委託してお
り、事務の効率化を図っている。  

また、焼却処分業務等に使用する施設設備の定期的な点検、部品の交換を行い、

動物指導センターの施設機能の維持を図る。  

さらに、動物取扱業の適正化のため、動物指導センターで登録等事務を行う。 

（２）動物愛護の普及・啓発の推進  

県民が動物指導センターに引き取りを求める犬、猫の頭数削減と、譲渡頭数の

増加を図り、致死処分せざるを得ない犬、猫を減少させるため、平成 28 年 12 月

に施行された「茨城県犬猫殺処分ゼロを目指す条例」並びに令和元年「動物の愛
護及び管理に関する法律」一部改正等を踏まえ、令和３年３月に改定した「茨城

県動物愛護管理推進計画（令和３年度（2021 年度）～令和 12 年度（2030 年度））」
に基づき、市町村や関係団体等と連携を図りながら、終生飼養、適正飼養、不妊
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去勢手術実施等の啓発推進に取り組んでいく。  

また、犬、猫の適正な飼養を促進するため、動物指導センターからの譲渡に際

して講習会を開催する。  

さらに、動物愛護月間事業の実施や各市町村でのイベントに参加するなど、県
獣医師会、愛護団体、動物愛護推進員、民間ボランティアなどの協力を得て、動

物愛護意識に関する県民への啓発を実施する。  

（３）動物の管理対策の推進  

市町村が実施する犬の登録と狂犬病予防注射を促進するため、県、獣医師会、
市町村の三者による推進会議を県内複数個所で開催し、連携体制の強化を図る。  

また、狂犬病を想定した検査等について職員の研修会を実施し、危機管理体制

を強化する。  

さらに、犬による人の生命及び財産に対する危害の防止を図るため、犬のけい
留の徹底など、飼い主への啓発を行うとともに、野犬の捕獲、抑留を実施する。  
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３　快適な生活環境の確保 　(1)　生活衛生監視事業

生活衛生課主要施策体系

１　食品の安全・安心確保

　(5)　食品衛生関係人材の育成

２　食肉の安全確保 　(1)　食肉・食鳥肉安全対策

　(6)　食の安全対策の強化推進

　(7)　食品表示適正化対策の推進

［１］食品・環境衛生対策の充実

　(1)　食品衛生指導の推進

　(2)　食中毒対策の推進

　(3)　食品衛生試験検査の推進

　(4)　食品衛生管理（HACCP）の推進

　(2)　HACCPに沿った衛生管理の推進

　(3)　動物の管理対策の推進

　(1)　動物指導センターの運営、維持管理

　(1)　生活衛生指導助成事業

　(3)　生活衛生関係人材の育成等

　(4)　営業関係指導事業

　(2)　公営火葬場整備促進事業

　(2)　生活衛生営業振興対策事業

　(2)　動物愛護の普及・啓発の推進

４　生活衛生関係営業に係る対策

　(5)　住宅宿泊制度運営管理事業

５　動物の愛護及び管理対策
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食の安全・安心の確保について 

 

１ 本県の現状 

令和３年次において本県で発生した食中毒は 12 件（水戸市分１件含む）であり、

過去 10 年間では２番目に少ない発生件数であった。食中毒の発生要因としては、

手洗いが不十分なことなどによるウイルス性食中毒が多く、次いで、加熱不十分な

食肉等の喫食による食中毒が多く発生している。そのため、県民の健康被害防止の

観点から、食中毒の予防対策や食品の試験検査などを着実に実施し、食の安全・安

心の確保を図る必要がある。 

 

２ 食の安全・安心に関する施策の概要 

「茨城県食の安全・安心推進条例」に基づく「茨城県食の安全・安心確保基本方

針」及びその具体的行動計画である「アクションプラン」に沿って、総合的な食の

安全確保対策を全庁的に推進している。 

  また、食品衛生法に基づき「茨城県食品衛生監視指導計画」を策定し、県民の飲

食に起因する衛生上の危害防止や健康の保護を図っている。 

 

【主な施策】 

（１）食品営業施設及び給食施設に対する監視指導 

（２）食中毒等健康被害防止対策の推進 

（３）食品衛生試験検査の推進 

（４）ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の推進 

（５）食品衛生に係る人材の養成及び資質の向上 

（６）リスクコミュニケーションの推進 

（７）食品表示適正化対策の推進  

（８）食肉・食鳥肉の安全確保対策の推進 

（９）と畜場・食鳥処理場におけるＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の推進 

 

【重点的な取組】 

（１）加熱不十分な鶏肉等の喫食を原因とするカンピロバクター食中毒が多いため、

食品等事業者に対し、食肉の衛生的な取扱いの指導を強化するとともに、食肉

の生食等の注意喚起を行うなどの食中毒発生防止対策を講じる 。 

（２）食品衛生法の一部改正に伴い、原則すべての食品等事業者にＨＡＣＣＰに沿

った衛生管理の導入が義務化されたことを踏まえ、制度の適切な運用を促進し

ていく。特に、中小規模の食品事業者に対しては、（公社）茨城県食品衛生協会

と連携し、自主衛生管理を充実強化に資するよう技術的に支援し、衛生水準の

向上を図る。 
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動物愛護の推進について 

１ 本県の現状 

動物指導センターでは、「動物の愛護及び管理に関する法律」、「茨城県動物の愛護

及び管理に関する条例」等に基づいて、動物愛護の普及啓発や犬猫の保護、引取り

などを行っている。収容した犬猫の返還や譲渡に努めているが、収容中に死亡する

犬猫がいるため、収容頭数をさらに減少させる必要がある。 

なお、令和元年度には、譲渡適性があると判断した犬猫の殺処分頭数ゼロを達成

し、令和３年度まで維持している。 

○犬猫の収容及び殺処分頭数の推移（平成 24 年度～令和３年度） 

 

 

２ 収容頭数や殺処分頭数の減少を図る取組の概要 

犬猫の殺処分頭数や引取り頭数等の具体的数値目標と指針を定めた「茨城県動物

愛護管理推進計画（第４期）」に基づき様々な施策を推進している。 

○ 主な施策 

(1)殺処分「ゼロ」に向けた取り組み 

適正な犬猫引取業務推進、収容した犬猫の譲渡推進、猫の適正飼養の推進 等 

(2)動物愛護の普及啓発 

県民への動物愛護意識啓発、適正飼養の普及啓発 等 

(3)動物愛護を担う人づくり 

動物愛護推進員の育成、民間団体の育成と強化、動物取扱業の適正化 等 

 

３ 茨城県犬猫殺処分ゼロを目指す条例に基づく施策の展開 

平成 28 年 12 月に制定された「茨城県犬猫殺処分ゼロを目指す条例」の趣旨に基

づき、市町村や県獣医師会、関係団体等と連携を図りながら更なる施策を展開し、

殺処分ゼロを維持していく。 

〇 主な施策 

(1)犬猫殺処分ゼロを目指す環境整備事業 

県民意識の醸成、地域猫活動への支援、適正飼養指導員の設置 等 

(2)譲渡犬猫サポート事業 

譲渡する犬猫の飼養管理費補助、不妊去勢手術の実施 等 
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医療政策課 

 

◎主要施策 
 

［１］医療提供体制の確保に係る施策の企画、調整等  

１ 保健福祉の推進  

医療法の規定に基づき、医療審議会において重要事項の審議を行うことにより、 

医療提供体制の確保・推進を図る。 

 

２ 保健医療計画の策定・推進  

「第７次茨城県保健医療計画（2018 年度～2023 年度）」に基づき、各保健医療圏

に設置した保健医療福祉協議会の活用や関係機関との連携・調整を図りつつ、県民

誰もが健やかに安心して暮らすことができるよう、保健医療体制の整備・充実を図

る。 

また、2025 年を見据えた医療提供体制の構築を図るための「茨城県地域医療構想」

に基づき、各保健医療圏に設置した地域医療構想調整会議で議論を行い、地域にふ

さわしい医療機能の分化と連携の適切な推進を図る。 

  

［２］地域保健の推進  

１ 地域医療介護総合確保基金に係る県計画の策定・推進 

「効率的で質の高い医療提供体制」と「地域包括ケアシステム」の構築を図るた

め、国の財政支援制度の創設に伴い設置した「茨城県地域医療介護総合確保基金」

を活用し、毎年度、県計画を策定の上、病床機能の分化・連携、在宅医療の推進、

介護施設等の整備、医療や介護の従事者の確保などに総合的に取り組む。 

 

２ 病院等の管理等  

医療法第７条の規定に基づく医療機関の開設許可等及び同法第 44 条の規定に基

づく医療法人の設立認可などを行う。 

 

［３］救急医療  

１ 救急医療体制の整備 

県民がいつでもどこでも安心して適切な救急医療が受けられるよう、体系的に救

急医療体制を整備する。 

茨城県ドクターヘリの運航や防災ヘリによる補完的運航を行うとともに、千葉県

ヘリの共同利用や、栃木・群馬両県及び福島県との広域連携を推進する。 

また、ＡＥＤや心肺蘇生法などの普及啓発や、おとな救急電話相談事業（＃7119）

の実施による救急医療の適正利用を図る。 

 

［４］へき地医療  

１ へき地医療の確保・充実  

へき地医療支援機構における協議・調整のもと、へき地医療拠点病院からの医師

の派遣や、へき地診療所への運営支援、設備整備への助成などにより、総合的なへ

き地保健医療対策を推進する。 

 

［５］周産期医療  

１ 周産期医療体制の充実・強化  

妊娠、出産から新生児にいたる高度専門医療を適切に提供できるよう、総合周産

期母子医療センターを中心とした周産期医療体制の充実・強化を図る。 

また、総合周産期母子医療センターにおける周産期搬送コーディネーターの配置

により、妊産婦及び新生児救急患者の迅速、円滑な搬送受入体制の充実を図る。 
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［６］小児医療  

１ 小児医療体制の整備 

休日や夜間の小児救急患者に対応するため、輪番制や拠点病院方式など、地域の

実情に応じた小児救急医療体制の整備を推進する。 

また、子ども救急電話相談（＃8000）を、24 時間 365 日体制で実施し、保護者の

不安軽減と安心して子育てができる環境づくりを進める。 

 

［７］医療提供体制の充実  

地域医療の充実を図るため、救急医療などで中核的な役割を担う医療機関の施設・

設備整備を推進するとともに、病院の再編地域等における医療提供体制の再構築に対

し必要な支援を行う。 

限られた医療資源を有効に活用し、急性期の医療提供体制の充実・強化を図るため、

ＩＣＴを活用し、地域の中核的な医療機関を繋ぐ遠隔医療ネットワークの構築を推進

する。 

 

［８］県立病院の医療体制の充実  

１ 県立病院への経費負担  

県立３病院の機能の充実を図るため、地方公営企業法の規定に基づく経費の負担

区分により、病院事業会計への負担を行う。 

 

［９］新型コロナウイルス感染症に係る医療提供体制の確保  

１ 病床の確保 

新型コロナウイルス感染症の入院患者が適切な医療が受けられるよう、病床確保

計画を定め、必要な病床を確保するとともに、感染状況に応じて運用病床を拡大縮

小する。 

また、病床ひっ迫の緩和を図るため、重症化リスクのある軽症患者を対象に投薬

や酸素投与等を行うことができる臨時医療施設を開設・運営する。 

 

  ２ 救急・周産期・小児医療体制の確保 

  救急・周産期・小児等の政策医療を担う医療機関において、新型コロナウイルス

感染症が疑われる患者が受診した場合にも、外来診療や必要に応じて入院診療を行

うことができるよう、院内感染を防止するために必要な設備整備等の経費を支援す

る。 
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［９］新型コロナウイルス感染症に係る医療提供体制の確保

［８］県立病院の医療体制の充実

　１　県立病院への経費負担

　１　病床の確保

　２　救急・周産期・小児医療体制の確保

［６］小児医療

　(2)　小児救急医療環境づくりの推進

　(3)　小児在宅医療の充実

　(3)　遠隔医療の推進

［７］医療提供体制の充実 　(1)　医療機関の施設・設備の充実

　(2)　地域医療提供体制の充実

　１　小児医療体制の整備 　(1)　初期・二次・三次の小児救急医療
       体制の整備

　(3)　三次救急医療体制の整備

　(5)　救急医療未回収医療費補てん

［４］へき地医療

［５］周産期医療

　(4)　救急医療情報システムの運営

　(6)　AEDの普及促進

　(3)　身近な地域で出産できる場の確保

　１　へき地医療の確保・充実

　１　周産期医療体制の充実・強化 　(1)　周産期母子医療センター等の体制の
       充実・強化

　(2)　妊産婦及び新生児の救急搬送受入
       体制の充実

医療政策課主要施策体系

　１　保健福祉の推進 　(1)　医療審議会の運営

　(1)　保健医療計画の推進　２　保健医療計画の策定・推進

［１］医療提供体制の確保に係る施策の企画，調整等

　(2)　地域医療構想の推進

［３］救急医療

　(1)　救急医療対策の検討

　(2)　初期・二次救急医療体制の整備

　(2)　医療法人の設立認可等

［２］地域保健の推進

　(1)　県計画の策定・進行管理

　２　病院等の管理等 　(1)　病院・診療所の許可等

　１　救急医療体制の整備

　(3)　保健医療福祉協議会の運営

　(2)　不足する病床機能への転換促進等

　１　地域医療介護総合確保基金
　　　に係る県計画の策定・推進
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地域医療構想の推進について 

 

１ 概要 

○ 茨城県地域医療構想は、医療法に基づき、県民に良質かつ適切な医療を提供するため

の基本的な方針を定めた「茨城県保健医療計画」の一部として、2016 年（平成 28 年）に

策定したもの。 
 

○ 診療実績や人口に関するデータ等に基づき、団塊の世代が全て 75 歳以上となる「2025

年」（令和 7 年）における医療需要と、需要に対応するために必要とされる医療機能別の病

床数を推計し、参考値として明示。 
 

○ 上記推計を踏まえ、効率的・効果的な医療提供体制の構築に向けて病床機能の転換等

を推進することとし、地域における検討の方向性や実現に向けた施策などを記載している。 

 

２ 主な国の動向 

（１）公立・公的医療機関の具体的対応方針に関する再検証 

○ 2019 年（令和元年）9 月、厚生労働省が診療実績データの分析を行い、2025 年を見据

えた医療機能等について再検証が必要と考えられる公立・公的医療機関を指定し、調整

会議における検討を要請した。県内では 4 つの医療機関が対象。 
 

（２）新型コロナウイルス感染症対応を踏まえた今後の医療提供体制の構築に向けた考え方 

○ 2020 年（令和 2 年）12 月、国の「医療計画の見直し等に関する検討会」において上

記の考え方がまとめられ、厚生労働省に報告された。その中で述べられた地域医療構

想に関する考え方の趣旨は以下のとおり。 

 

    ● 新型コロナウイルス感染症への対応が続く間も、人口減少・高齢化は着実に進み、 

     医療ニーズの変化や労働力人口の減少が予測される中、質の高い効率的な医療提供 

体制を維持していくためには、医療機能の分化・連携の取組が必要不可欠であり、 

地域医療構想の背景となる中長期的な状況や見通しは変わらない。 
 

    ● 平時から、感染拡大の時期や規模の予測が困難な新興感染症等に備え、地域医療 

構想において推計した医療需要・病床の必要量を超えて病床を確保し続ければ、医 

療機関に負担がかかり続ける。 
 

    ● 感染拡大時の短期的な医療需要には、「新興感染症等の感染拡大時における医療」 

     を記載事項に加えることとした第 8 次医療計画に基づき機動的に対応することを前 

提に、地域医療構想については、基本的な枠組み（病床の必要量の推計・考え方な 

ど）を維持しつつ、引き続き、着実に取組を進めていく必要がある。 

 

（３）第８次医療計画の策定に向けた各医療機関の対応方針決定に関する要請 

○ 2021 年（令和３年）12 月、「第７回地域医療確保に関する国と地方の協議の場」に

おいて、厚生労働省より、全国知事会の代表者らに対し、（第８次医療計画の策定と併

せて）「2022 年度及び 2023 年度において、地域医療構想に係る民間医療機関も含めた

各医療機関の対応方針の策定や検証・見直し」を実施するよう要請が行われた。 
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３ 本県における取組状況 

（１）モデル医療圏における取組 

 ○ 県では 2021 年度（令和３年度）、地域医療構想調整会議における議論を加速するた

め、水戸医療圏と鹿行医療圏をモデル医療圏に選定して積極的な支援を実施。 
 

○ 鹿行医療圏では例年にないペースで議論を重ね、将来的に救急搬送受入件数を 2,000 

 件程度増加させるという目標を設定するなど、一定の成果が得られた。 
 

○ モデル医療圏における取組で得られた成果や課題は、モデル医療圏以外の地域にも 

共有し、県全域において更なる議論の活性化を推進。 

 

（２）地域医療構想調整会議における各医療機関の対応方針に関する協議の推進 

 ○ 2023 年度（令和５年度）には第８次医療計画の策定作業が本格化することから、県

では、2022 年度末（令和４年度末）までに、各医療機関の対応方針に関する検討等を

完了することを目標に設定。 
 

 ○ 上記目標を踏まえ、県では 2022 年（令和４年）１月、各調整会議の議長に対し、議

論の推進を依頼する文書を発出。同時に、当面の作業として以下 3 点を実施の上、結

果について医療政策課まで報告するよう依頼。 
 

    ① 病床機能報告に定量的基準を適用した結果を踏まえた「病床機能」の再検討 

    ② 過去 1 年間に病床が全て稼働していない病棟の今後の運用計画に関する確認 

    ③ 医療機能の「拠点化・集約化」に向けた今後の方向性に関する協議 

 

  ○ 今後、各調整会議では、上記作業に関する協議のほか、新型コロナウイルス感染症対

応を踏まえた急性期病床のあり方や地域の実情を踏まえた医療機能の分化、連携、集約

化などについて協議を行い、それらの結果を踏まえ、2025 年に向けた各医療機関の対

応方針について 2022 年度末（令和 4 年度末）までに決定していくこととなる。 
 

  ○ 県では引き続き、参考データの提供や病床の転換等を行う場合の補助事業などを通

じて、各調整会議における具体的な協議や対応方針の決定が進むよう支援していく。 

 

【参考】病床機能報告に基づく機能別病床数 

病床機能 

平成 27 年度 

(2015 年度) 

令和 2 年度 

(2020 年度) 
増 減 

2025 年の 

必要病床数 
差 引 

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ Ｃ Ｃ－Ｂ 

高度急性期 1,999 1,396 ▲603 2,178 782 

急性期 13,951 13,199 ▲752 7,445 ▲5,754 

回復期 1,950 2,802 852 7,117 4,315 

慢性期 6,508 6,258 ▲250 5,015 ▲1,243 

休棟中等 1,665 1,265 ▲400 - ▲1,265 

合 計 26,073 24,920 ▲1,153 21,755 ▲3,165 

   ※ 病床機能欄の「休棟中等」には、「休棟中」「休棟後の再開の予定なし」「休棟・廃止予定」「無回答」が含まれる。 
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神栖済生会病院の新病院整備について 
 

 

１ 整備の状況 

○ 平成 31 年４月１日に神栖済生会病院と鹿島労災病院が再編統合し、令和元年

７月１日に鹿島労災病院跡地に分院（済生会土合クリニック）が開院した。 

○ 本院については、令和３年３月に新病院整備基本計画策定委員会が策定した

「神栖済生会新病院整備基本計画」において、地域の中核病院の役割を担う 350

床程度の病院を段階的に整備することとしている。 

○ 現在、神栖済生会病院では、第１段階の新病院整備に向けた基本設計を行って

おり、基本設計完了後、実施設計に着手する予定。 

 

２ 段階ごとの整備概要 

 第１段階 第２段階 

病床数 

（現在 179 床） 
233 床程度 （+54 床程度） 350 床程度 （+171 床程度） 

充実する診療

機能 

「地域の医療需要及び医療提

供体制を踏まえて優先度の高

い分野」及び「現病院の特色あ

る分野」を充実 

〇救急医療（二次救急、小児救

急拠点）及び、災害拠点病院

としての機能充実 

○専門医療（消化器疾患及び整

形外科疾患）の充実 

○新興感染症への対応強化 

新病院等整備基本構想、地域の

医療需要及び医療提供体制を

踏まえた診療機能の拡充 

スケジュール 

（予定） 

令和３～４年度 基本設計 

令和４年度   実施設計 

令和５～６年度 工事 

第１段階整備による医療の状

況等を踏まえて検討 

計画地 神栖済生会病院所在地（神栖市知手中央７丁目２−４５） 
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医療人材課 

 

◎主要施策 
［１］医師及び保健医療技術者の確保対策  

１ 医師の養成・確保・定着促進  
（１）新たな視点からの医師確保  

小児、周産期及び救急などの政策医療を担う地域の中核となる医療機関につい
て、早急な対応が必要な「最優先の医療機関・診療科」を設定し、医科大学との
新たな協力関係の構築や寄附講座の設置など、県外からの医師確保を強化すると
ともに、本県ゆかりの医師のＵＩＪターンの促進や外国からの医師の受入れ促進
や医科大学の新設・誘致の調査検討など、新たな視点により医師の確保を図る。 

（２）魅力ある環境づくり  
女性医師等の就業支援のため、各医療機関の実情に応じた病児保育体制の構築

を全県的に進めるなど医療勤務環境の改善を図るとともに、医師を対象とした海
外派遣や先進的で魅力ある研修会等を実施するなどキャリアアップを支援する
ことにより魅力ある環境づくりを進め、医師の県内定着を図る。 

（３）医志の実現バックアップ              
医学部進学者に対し、卒業後の県内勤務を返還免除要件とした修学資金を貸与

するほか、教育ローンの在学中の利子を全額補給するなど、県内高等学校等から
の医学部進学を支援するとともに、修学生を対象にセミナー等を開催することな
どにより、将来、県内医療機関で勤務する医師を養成する。 

（４）地域医療コントロールタワーの確立  
医療法（昭和 23 年法律第 205 号）に基づき、地域医療対策協議会において、

修学生及び修学生医師等のキャリア形成支援や医師不足地域医療機関等への派
遣調整などを実施するとともに、地域医療支援センターにおいて、筑波大学内に
設置している分室と連携し、地域医療のコントロールタワーの確立を目指す。 
また、医師確保計画に基づき、ＰＤＣＡサイクルを通じた実効的な医師確保対

策を進め、本県の医師の増加と地域偏在の解消を図る。 
 

２ 看護職員等の養成・確保・定着促進  
（１）看護職員の養成促進  

県立看護専門学校の運営及び民間看護師等学校養成所の運営支援により看護
職員を養成する。 
看護師等修学資金貸与制度を活用して、県内看護職員不足地域の医療機関等で

業務に従事する看護職員の確保を図る。 
看護教員の専任教員養成講習会等を開催し、質の高い看護教員の養成・確保に

努める。 
（２）看護職員の定着促進と再就業促進  

病院内保育所の設置や運営にかかる助成、定着促進コーディネーターの派遣に
よる指導・助言を通して、看護職員の定着を促進する。 
茨城労働局と連携し、短時間正職員制度など多様な勤務形態の導入や、労務管

理、労働関係法令等に関する研修会を実施することにより、看護職員の勤務環境
の改善及び向上を図る。 
茨城県ナースセンターの看護職員無料職業紹介による就職相談や就業あっせ

んのほか、求職者のニーズに合わせた支援研修を実施することにより潜在看護職
員の再就業を促進する。 

（３）看護職員の質の向上  
新人・中堅看護職員等に対するブラッシュアップ研修の実施や特定行為研修を

受講するための経費の助成により多様化する社会のニーズに対応する質の高い
看護職員の育成を図る。 
助産師出向支援導入事業により、分娩技術の習得・向上のみならず、女性の一

生を通じた健康問題に対する支援ができる質の高い助産師の育成を図る。 
（４）各種免許に関する事務等  

国家資格である医師、歯科医師、看護師等の医療従事者の免許の交付申請等に
係る受付・進達・交付等の事務を行う。 
衛生検査所における検査精度の維持・向上のため、立入検査を実施する。 
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　(3)　医志の実現バックアップ

　(2)　看護職員の定着促進と再就業促進

　(3)　看護職員の質の向上

　(4)　各種免許に関する事務等

２　看護職員等の養成・確保・定着促進 　(1)　看護職員の養成促進

　(4)　地域医療コントロールタワーの確立

医療人材課主要施策体系

［１］医師及び保健医療技術者の確保対策

１　医師の養成・確保・定着促進 　(1)　新たな視点からの医師確保

　(2)　魅力ある環境づくり
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医師の確保について 

１ 現 状 

本県の人口 10 万人当たりの医師数(令和２年調査)は、203.6 人と全国平均の

269.2 人を大きく下回り、全国第 46 位となっており、地域や診療科による医師の

偏在も生じている。地域の医療提供体制を確保するため、小児・周産期・救急等の

政策医療を担う中核的な医療機関の医師確保や、高校生・医学生・研修医等の各段

階を通じた医師の養成・定着に取り組む必要がある。 

 

２ 主な施策 

県では、「新たな視点からの医師確保」、「魅力ある環境づくり」、「医志の実現バ

ックアップ」、「地域医療コントロールタワーの確立」の４つの観点から、医師確

保に取り組んでいる。 

（１）新たな視点からの医師確保 

・ 政策医療を担う地域の中核となる医療機関から、早急な対応が必要な「最優

先の医療機関・診療科」を選定し、県外の医科大学との新たな協力関係の構築

や寄附講座の設置など、重点的な医師確保対策に取り組んでいる。 

・ 海外の医科大学が日本国内で行う実習について、県内病院が提携病院となる

ことを促進し、海外の医科大学の卒業者の県内への就業と定着の促進を図って

いる。 

（２）魅力ある環境づくり 

・ 県医師会等と協力し、医療勤務環境改善支援センターにおいて、勤務環境改

善に取り組む医療機関に対し、医業経営面、労務管理面の専門的な支援を行っ

ている。 

・ 魅力ある研修体制の整備や医師の海外派遣を通じて診療技術・指導力の向上

等を図るなど、県内に勤務する医師のキャリアアップを支援している。 

（３）医志の実現バックアップ 

・ 県立高等学校等における医学コースの設置や、筑波大学等の医師による県内

中・高等学校への訪問、医学部進学者向け教育ローン利子補給などにより、県

内高校生の医学部進学を支援している。 

・ 地域枠等の修学資金の貸与や自治医科大学の運営支援とともに、県地域医療

支援センターのキャリアコーディネーターなど、本県の医療に精通したベテラ

ン医師との面談や各種相談等により、夢や希望を持って本県の地域医療に貢献

できるよう、在学中から卒後まできめ細かなサポートを実施している。 

（４）地域医療コントロールタワーの確立 

・ 県地域医療支援センターにおいて、筑波大学内に設置した分室と連携し、若

手医師が県内で安心して研修を受けられる教育システムや研修環境の整備を進

め、将来、県内の医師不足地域で勤務する医師の養成・確保を図る。 

・ 医師確保計画（Ｒ２～５年度）において、県・大学・県内医療機関が一体と

なり、小児・周産期・救急等の政策医療を担う医療機関の医師確保を支援する

「医師配置調整スキーム」を位置付け、県地域医療対策協議会における協議に

基づき、県内外の大学に対し医師派遣を要請している。 
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看護職員の確保について 
 

１ 現 状 

本県の看護職員の就業者数は、令和２年末で 32,639 人、また人口 10 万人

当たりでは、1,138.5 人で全国 42 位となっている。 

また、（公社）日本看護協会の 2020 年調査では、本県の看護職員の離職率

は 12.1％と全国平均と比較して高いことから、看護職員が継続して働き続け

られる環境づくりが重要である。 

このため、看護職員の着実な養成と併せて、出産や育児等により離職した

潜在看護職員の掘り起こしや再就業支援を行うとともに、離職防止に向けた

取り組みを実施する必要がある。 

さらに、団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年に向け、在宅医療等の充実

を図るため、看護師が医師の判断を待たずに一定の診療補助（特定行為）を行

うことができるよう質の向上が求められている。 

 

２ 主な施策  

 県では、看護職員確保対策として、「養成促進」、「定着促進」、「再就業促進」、

「質の向上」の４つの観点から総合的な対策を講じている。 

（１）養成促進 

中央・つくばの２つの県立看護専門学校の運営や民間看護師等養成所への

運営費補助、県内の看護職員不足地域で一定期間勤務することを返還免除要

件とした看護学生への修学資金の貸与を実施している。 

また、専任教員養成講習会等を開催し、質の高い看護教員の養成・確保を

行っている。 

（２）定着促進 

出産、育児等による離職防止のための病院内保育所の運営費補助や、新人

看護職員の実践能力の向上を図る研修事業への補助、看護職員の確保・定着

に苦慮する医療機関へ助言指導を行う定着促進コーディネーターの派遣事

業を実施している。 

また、看護職員等の処遇改善のために、必要な費用を医療機関に補助して

いる。 

（３）再就業促進 

県ナースセンター事業により、県内各所において、就職の相談やあっせん

を行うとともに、離職後にブランクのある潜在看護職員が、再就業に必要な

知識・技術を習得するための研修を実施している。 

（４）質の向上 

看護職員ブラッシュアップ研修事業として、茨城県看護協会と連携し、新

人から管理者まで段階に応じた研修を実施するとともに、特定行為を行うこ

とができる看護師を養成する研修制度の周知説明会や研修費補助を実施し

ている。 
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薬務課 
 

◎主要施策 
［１］血液対策及び移植医療の推進 

１ 血液製剤の安定供給の確保 
血液製剤の安定供給を図るため、献血思想の普及啓発や献血推進組織体制の活用

等により献血者を確保する。 
特に、10 代、20 代への普及啓発を強化し、若年層の献血者の確保を図る。 
また、輸血実施医療機関等により組織される合同輸血療法委員会を活用し、血液

製剤の適正使用の推進を図る。 
（１）献血制度の推進 

映画館等での献血啓発ＣＭの上映やＳＮＳ等を活用した広報等により、献血思
想の普及と献血者の確保を図る。また、高校生や新成人を対象としたキャンペー
ン等を実施し、若年層への普及啓発を強化する。 
医療機関従事者を対象とした講習会・出前講座等を開催し、血液製剤の適正使

用の意義を普及啓発する。 
（２）市町村献血推進事業への支援 

市町村の献血支援団体の活動を支援することにより、献血者の確保を図る。 
２ 臓器移植の普及啓発等の推進 

臓器移植について県民の理解を深めるため、県民向け講座の開催、県広報紙等を
活用した広報の実施とともに、リーフレットや臓器提供意思表示カード等の配布な
どにより、臓器移植の普及啓発を図る。 
また、臓器移植に対する医療関係者の理解を深めるため、院内臓器移植コーディ

ネーター等を対象とした研修会を開催するとともに、県臓器移植コーディネーター
を通して医療機関の体制整備を支援する。 

３ 造血幹細胞移植の推進 
（１）造血幹細胞移植の普及啓発 

骨髄ドナー登録キャンペーンの実施等により県民への普及啓発を行う。 
（２）骨髄ドナー登録の強化 

骨髄ドナー登録者の確保のため、献血会場における骨髄ドナー登録会を開催す
る。 

（３）市町村骨髄ドナー助成事業への支援 
骨髄ドナーへ助成を行う市町村を支援することにより、骨髄移植の推進を図る。 

 
［２］医薬品等の安全対策の充実 

１ 医薬品等の安全確保 
（１）医薬品製造業者及び販売業者等の指導 

・医薬品製造業等の許認可及び監視指導により、医薬品等の品質、有効性及び安
全性の確保を図る。特に、問題が発生した場合の影響範囲が大きい原薬製造所
をはじめ、後発医薬品製造所等に対し、無通告での立入検査を行うほか、薬事
支援コンサルタントの活用等により、監視指導体制を強化する。 

・薬局及び医薬品販売業等の許認可及び監視指導により、医薬品等の適正な販売
の確保を図る。特に、偽造薬の流通防止について、適切な指導を徹底する。 

（２）医薬品等の試験検査 
不良医薬品及び有害物質を含む家庭用品の市場流通を防止するため、流通医薬

品等の試験検査を実施する。 
（３）無承認無許可医薬品の流通防止 

無承認無許可医薬品（医薬品成分を含有する健康食品等）の市場流通を防止す
るため、広告監視や健康食品等の試買検査を実施するとともに、県民に対する適
切な情報提供を行う。 

（４）登録販売者試験の実施 
登録販売者に係る資質確認の試験を実施する。 

２ 医薬品等の適正使用の推進 
（１）県民への「医薬品の正しい知識」の普及啓発 

県民からの医薬品に係る相談等に応じる「くすりの相談室」の開設や市町村等
が開催する講習会に薬剤師を派遣し、医薬品の正しい知識を普及啓発することに
より、県民の保健衛生の向上を図る。 

（２）医療機関等への医薬品に係る情報提供 
医薬品の有効性及び安全性に関する情報を迅速に医療機関等へ提供するととも

に、毒薬等の適正管理を働きかけることにより、薬物療法の安全性の確保、医薬
品の適正使用を図る。 

３ 毒物及び劇物の安全対策 
（１）営業者等の指導 

毒物劇物による事故及び危害発生を防止するため、対象施設への監視指導の充
実に努めるとともに、毒物劇物運搬車両に対しては主要道路上における調査を実
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施する。また、届出が義務づけられていない業務上取扱施設についても適正管理
の指導に努める。 

（２）毒物劇物取扱者試験の実施 
毒物劇物取扱責任者に係る資質確認の試験を実施する。 

 
［３］薬局等の機能強化と地域医療の充実 

１ 薬局機能の充実及び在宅医療の推進 
・医薬分業の利点が活かせる「かかりつけ薬剤師・薬局」の普及促進を図るととも
に、薬局のサービスに関する情報提供の充実に努める。 

・かかりつけ薬剤師・薬局としての機能に加えて積極的な健康サポート機能を有す 
る「健康サポート薬局」の制度を普及啓発することにより、県民の健康増進につ 
なげる。 

・改正医薬品医療機器等法について、関係者への周知を図るとともに、特定の機能
を有する薬局の認定制度の推進に努める。 

・地域包括ケアシステムへの薬局・薬剤師の積極的な参画を促し、在宅医療を推進 
するとともに、ポリファーマシーの是正を図る。 

２ 後発医薬品の使用促進 
医療費の患者負担の軽減や保険財政の改善の観点から、後発医薬品の使用に係る

環境整備を推進するとともに、正しい知識普及のための啓発等を行う。 
 
［４］薬物乱用防止対策の推進 

１ 取締りの強化 
（１）麻薬取扱者等への指導 

病院、診療所、研究所等における麻薬及び向精神薬、覚醒剤（原料を含む）等
の適正な管理の徹底を図る。 

（２）乱用薬物の規制・取締り 
「茨城県薬物の濫用の防止に関する条例」に基づき、国内で乱用されるおそれ

のある危険ドラッグを知事指定薬物に指定し、独自の規制を行うほか、警察等と
連携した指導・取締りを実施する。 

２ 啓発の強化及び教育の充実 
・茨城県薬物乱用防止指導員協議会や民間団体と連携した｢ダメ。ゼッタイ。」普及

運動等のキャンペーン実施のほか、薬物の違法性及び危険性を啓発するチラシ、
ラジオ、啓発映像の放映などによる様々な啓発を行う。 

・薬物乱用防止指導員に対して知識等の向上を目的とした研修会を開催するととも
に、小中高等学校等において開催される薬物乱用防止教室に講師として派遣する。 

３ 再乱用防止対策の推進 
精神保健福祉センターにおいて薬物依存者及びその家族からの相談応需を行うと

ともに、再乱用防止に関する講演会等を開催し、薬物依存からの回復支援策の充実
を図る。 

   
［５］温泉の保護と適正利用の推進 

１ 温泉の許可及び指導 
温泉源の保護、温泉の適正利用及び可燃性天然ガスによる災害防止のため、温泉

掘削等許可、温泉採取許可及び温泉利用許可業務等を通じ指導を行う。 
 
［６］緊急医薬品等の確保・供給 

１ 災害救助用医薬品等の確保・備蓄 
茨城県地域防災計画に基づき、茨城県医薬品卸業組合に医薬品等の流通備蓄を委

託するとともに、医療用ガス等について関係団体との調達協定を締結し、災害時に
必要な医薬品等を確保する。 

２ 安定ヨウ素剤の備蓄と事前配布体制の確立 
原子力事故が発生した場合に服用の指示に基づき速やかに安定ヨウ素剤が服用で

きるよう、ＰＡＺ（東海第二発電所から 5 ㎞圏内）の住民に対し安定ヨウ素剤を事
前配布するとともに、ＵＰＺ（5～30 ㎞圏内）の住民に緊急時に適切に配布できる
よう安定ヨウ素剤を備蓄する。 
また、ＰＡＺ外からＰＡＺ内事業所に通勤する者に対し安定ヨウ素剤を事前配布

する。 
３ 抗インフルエンザウイルス薬の備蓄 

新型インフルエンザの大流行時に備えるため、抗インフルエンザウイルス薬の備
蓄を行う。 
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　　　 指導

　　　 の普及啓発

　　　 提供

［３］薬局等の機能強化と地域医療の充実

［６］緊急医薬品等の確保・供給

　１　災害救助用医薬品等の確保・備蓄

　３　抗インフルエンザウイルス薬の備蓄

　２　安定ヨウ素剤の備蓄と事前配布体制の確立

　１　取締りの強化 　(1)　麻薬取扱者等への指導

　(2)　乱用薬物の規制・取締り

　２　啓発の強化及び教育の充実

　３　再乱用防止対策の推進

［５］温泉の保護と適正利用の推進

　１　温泉の許可及び指導

　２　後発医薬品の使用促進

　１　薬局機能の充実及び在宅医療の推進

［４］薬物乱用防止対策の推進

　(2)　医薬品等の試験検査

　(2)　骨髄ドナー登録の強化

　３　毒物及び劇物の安全対策 　(1)　営業者等の指導

　(2)　毒物劇物取扱者試験の実施

　(3)　市町村骨髄ドナー助成事業への支援

［２］医薬品等の安全対策の充実

　１　医薬品等の安全確保 　(1)　医薬品等製造業及び販売業者等の

　(3)　無承認無許可医薬品の流通防止

　(4)　登録販売者試験の実施

　２　医薬品等の適正使用の推進 　(1)　県民への「医薬品の正しい知識」

　(2)　医療機関等への医薬品に係る情報

薬務課主要施策体系

［１］血液対策及び移植医療の推進

　１　血液製剤の安定供給の確保 　(1)　献血制度の推進

　３　造血幹細胞移植の推進 　(1)　造血幹細胞移植の普及啓発

　(2)　市町村献血推進事業への支援

　２　臓器移植の普及啓発等の推進
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連携薬局認定制度の推進について 

１ 背景 

  医療機関の機能分化や居住系介護サービスの需要増などにより、患者が入院、在

宅、介護施設など、様々な療養環境を移行するケースが増加している。また、薬物

療養において、特に副作用に注意を要するがんなどの疾患を有する患者の外来治療

へのシフトも見られる。 

こうした状況で、医療機関等と連携し、患者に安全かつ有効な薬物療法を切れ目

なく提供する役割を担う薬局が求められている。 

２ 連携薬局認定制度の概要 

以下の機能を有すると認められる薬局について、知事の認定により名称表示を可

能とする制度。名称表示により、患者が自身に適した薬局を選択できるようになる。 

名 称 機 能 

地域連携薬局 
入退院時の医療機関等との情報連携や、在宅医療等に地

域の薬局と連携しながら一元的・継続的に対応できる。 

専門医療機関連携薬局 
がん等の専門的な薬学管理に関係機関と連携して対応

できる。 

※令和元年 12 月の「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関

する法律」の改正により創設（施行日：令和３年８月１日） 

３ 主な対応 

 〇 茨城県地域連携認定薬局推進体制整備事業〔令和２年度認定薬局等整備事業：

（国委託事業）〕 

連携薬局を推進するため、国の事業採択を受け、薬局が医療機関や多職種と連

携する環境等を整備 

  ・検討会議（県全域）、モデル地区（２地域）における地域協議会の開催 

  ・処方提案に関する薬剤師向けスキルアップ研修会の開催 

  ・県民に対する当該制度の啓発 等 

４ 認定実績 

 茨城県（R4.3.31 時点） 全国（R4.2.28 時点） 

地域連携薬局 ９８ ２，０４３ 

専門医療機関連携薬局  ２    ９４ 

 

【認定薬局のイメージ】 
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安定ヨウ素剤の事前配布事業等について 

 

１ 安定ヨウ素剤の事前配布 

(1) 事業の概要 

国の原子力災害対策指針に基づき、原子力事故が発生した場合に速やかに安定

ヨウ素剤を服用できるよう、平成 27 年度から、ＰＡＺ内（東海第二原子力発電

所から５km 圏内）の住民等に、安定ヨウ素剤を事前配布している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 経緯 

平成 27 年 10 月～ ＰＡＺ内住民向け事前配布会開始。 

令和２年１月～ ＰＡＺ外からＰＡＺ内の事業所への通勤者を対象に申込

制による事前配布を開始。 

令和２年 11 月～  薬局を活用した配布（薬局配布） 

(3) H30～R3 年度通算配布実績（ＰＡＺ内住民（日立市、那珂市、東海村）） 

対象者数 
配布者数 

配布率 
(参考) 

H27～29 配布率 総数 うちゼリー剤 

63,560 人 28,829 人 1,063 人 45.4% 52.8% 

※丸剤の期限満了に伴い、改めて全住民を対象に配布(H30～) 

２ ＰＡＺに所在する学校等への分散備蓄 

(1) 事業の概要 

放射性ヨウ素による甲状腺内部被ばくの健康影響が大きい児童生徒等が学校

等に留め置かれた場合、緊急時に安定ヨウ素剤を確実に服用した上で避難できる

体制を構築する必要があることから、市村と連携し、ＰＡＺに所在する学校等に

分散備蓄を行う。 

(2) 備蓄状況 

令和３年８月 日立市内ＰＡＺ内の学校等 15 施設への分散備蓄を実施。 

【安定ヨウ素剤とは】 

原子力災害で放出される放射性ヨウ素を、人が吸入し体内に取り込むと、甲状

腺に集まって、甲状腺がん等を発生させる可能性がある。 

この内部被ばくに対して、安定ヨウ素剤を予防的に服用すれば、放射性ヨウ素

の甲状腺への集積を防ぐことができるため、甲状腺への放射線被ばくが阻止・低

減される。 
 ※安定ヨウ素剤は、放射性ヨウ素以外の防護作用はない。 

 

<安定ヨウ素剤の種類> 

    
（ヨウ化カリウム丸剤） （ヨウ化カリウムゼリー剤）※３歳未満 
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令和４年４月27日
保 健 医 療 部

別冊

保健福祉医療委員会資料

○新型コロナウイルス感染症について
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陽性者数 784名（前週：971名）

週平均陽性者数 801名（前週：1,102名）

入院患者数 132名（前週：155名）

重症患者数 2名（前週：3名）

県内の新規陽性者数・入院患者数の推移（1/1～4/24）
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施設種別ごとの集団感染事例（1/1～4/24）
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保健所別の新規陽性者数（1/1～4/24、陽性者所在地・公表日ベース）
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第６波の急激な感染拡大に対応するため、職員の過重勤務を抑えつつ、保健所機能を維持・

強化する必要がある。

・県職員の動員などによる人員の増員

・役割分担見直しなどによる保健所業務の軽減

課題

負担軽減の内容

１ 人的支援

第５波での取組みを強化して対応している

⇒ 第６波の派遣のピーク（2/10）の状況：１９１名

【内訳】

①事前に派遣名簿を増員し、保健所の要請に応じ職員を派遣（１３７名）

②退職した保健師等の配置（１６名）

③人材派遣会社を通した看護師派遣（１２名）

④市町村からの保健師等の応援（１６名）

⑤薬剤師会からの薬剤師の応援（１０名）

２ 保健所業務の軽減

①医療機関における発生届のシステム入力の徹底

②本庁に自宅療養者の夜間緊急電話相談及び受診調整業務の集約

③その他、事務負担の軽減

保健所機能の維持・強化
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R3.10 R3.11 R4.4（予定）

公的機関 550件 公的機関 550件

民間検査機関

2,950件

民間検査機関

5,450件

プール検査

5,000件

5,500件

18,000件

プール検査

2,000件

11,000件

公的機関 600件

民間検査機関

10,400件

プール検査

7,000件

新型コロナウイルスに対する本県のPCR検査能力
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20歳未満, 
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7, 5%
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20-30代, 

12名, 3%
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230名, 53%

入院患者数
（4/24）

132名

入院患者数
（2/24：第６波ピーク）

430名

入院患者の年代別割合等の推移

入院患者は約300名減少
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ワクチン接種状況（2022.4.24現在）

全人口 ３回目

約291万人
1,569,105

（54.0％）

県大規模接種会場における３回目接種

１回目 ２回目

2,451,699

（84.3％）

2,406,746

（82.8％）

参考：初回接種の状況

※ 全国接種率：50.8% （全国15位）

➣市町村の新型コロナワクチンの追加接種（３回目接種）を補完し、より多くの県民が速やかに追加接種を

受けられるよう支援する。

会 場
県庁福利厚生棟

（水戸）

牛久運動公園武道館

（牛久）

産業技術総合研究所

（つくば）

古河市生涯学習ｾﾝﾀー 総和

（古河）

鹿島ｾﾝﾄﾗﾙﾎﾃﾙ

（神栖）

開設日 ２/２（水） ２/８（火） ２/８（火） ２/６（日） ２/４（金）

接種者数
（１日あたり）

４月 約1,000人 約1,000人 約900人 約800人 約600人

５月 約1,000人 約1,000人 約1,000人 約750人 約750人

接種時間
4月 週７日（毎日） １０：００～２０：００

5月 週３日（水・金・土） １０：００～２０：００

使用ワクチン 武田／モデルナ社製

新型コロナワクチン接種
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 新型コロナウイルス感染症に関する罹患後症状については、

・ 特別な医療を要さない軽度の症状から、長期にわたるサポートを必要とする症状まで様々であり、

・ 罹患後症状を訴える患者に対する診療とケアの手順は標準化されていないが、多くの場合、かかり

つけ医等が専門医と連携して対応可能、とされている。 ※『新型コロナウイルス感染症診療の手引き 別冊』

 県は県医師会と連携し、必要に応じて紹介状を持って罹患後症状外来実施医療機関（病院、診療所）

で診療できる体制を３月下旬に構築したところ。

医療機関

▶かかりつけ医

▶発生届作成医療機関 等

罹患後症状を
呈する患者

罹患後症状外来実施医療機関

▶呼吸器内科、耳鼻咽喉科、皮膚科、

精神科、心療内科、神経科、小児

感染症科のいずれかの診療科を

有する医療機関

患者は紹介状を持って受診
（要事前予約）診療

患者の病態に応じた

経過観察や対症療法等

を実施
より専門的な診療等を実施

（県内52医療機関 ※4/15時点）

※チェックシートに
よるセルフチェック

＜参考＞

医師会の調査（回答率70％）によると、

これまで（3/22～4/11）に71名が受診
※4/15に１医療機関が参画し、52医療機関体制

罹患後症状（いわゆる「後遺症」）を呈する患者への診療体制

- 13 -



（単位：千円 ※（ ）は一般財源）

事業名 課名 Ｒ４当初 摘 要

感染症予防医療法施行事業費 感染症対策課 81,762,118
（2,825,342） コロナ感染症患者受入医療機関における空床確保に対する補助等

新型コロナウイルス感染症医療連携シス
テム運営費

医療政策課

11,472（-） コロナ感染症患者の円滑な入院調整等を行うために必要なシステム運営に係
る経費

救急・周産期・小児医療機関院内感染防
止対策事業費 756,000（-） 新型コロナウイルス感染症の疑い患者を受け入れる医療機関における設備整

備に対する補助

生活困窮者自立支援事業費

福祉政策課

66,548
（1,556）

住宅確保給付金及び自立相談支援機関の支援員等（いずれも、コロナ対策に
伴う増分）、セーフティーネット強化交付金に係る経費

保護施設等新型コロナウィルス感染症対
策事業費 8,500（-） マスク等の衛生用品について施設における必要量の一部を確保し、必要とす

る施設に供給等

施設等職員緊急補充事業費 3,042（-） 感染が発生した社会福祉施設のサービス継続に係る経費（職員が不足した施
設への他施設からの応援派遣調整に係る経費、派遣職員の人件費等を補助）

介護施設等感染拡大防止事業費 長寿福祉課 74,006（-）

感染が発生したサービス事業所・施設のサービス継続に係る経費補助
障害者福祉施設等感染拡大防止事業費

障害福祉課

34,091
（11,364）

精神障害者新型コロナウイルス感染症対
策事業費 1,588（-） 感染者の入所する障害福祉施設等への精神科医師等の派遣に係る経費

県立施設整備費 8,177（-） 感染症対策のための視覚障害者福祉センターにおける空調設備の整備

子ども・子育て支援事業費

少子化対策課

314,877
（98,850） 小学校の臨時休業に伴う放課後児童クラブの実施に対する補助等

妊娠・出産サポート体制整備事業費 97,222（-） 妊婦に対するＰＣＲ検査費用の補助や感染した妊産婦に対する訪問支援等

不妊治療費助成事業費 352,453（-） 特定不妊治療費に対する助成（保険適用までの対応）

認定こども園等教育支援体制整備事業費
子ども未来課

48,644（-） 市町村（公立幼稚園）及び私立幼稚園における感染症対策に係る衛生用品や
消毒業務への補助

保育対策総合支援事業費 1,600（-） 保育士資格取得に係るオンライン手続化に係る経費

民間児童福祉施設整備費 青少年家庭課 93,248（-） 児童養護施設等における感染拡大防止対策や業務継続経費に対する補助

合計 83,633,586（2,937,112）

＜参考＞Ｒ４当初 新型コロナウイルス感染症対策関連経費一覧
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